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明 細 書

発明の名称 ：

電子 電気機器用銅合金、電子 電気機器用銅合金薄板、電子 電気機器

用銅合金の製造方法、電子 電気機器用導電部品および端子

技術分野

[0001 ] 本発明は、半導体装置のコネクタや、 その他の端子、あるいは電磁 リレー

の可動導電片ゃ、 リー ドフ レームな どの電子 電気機器用の導電部品 と して

使用される銅合金 に関する。特 に本発明は、黄銅 （C u _ Z n 合金）に S n

を添加 してなるC u - Z n - S n 系の電子 電気機器用銅合金 と、 それを用

いた電子 電気機器用銅合金薄板、電子 電気機器用銅合金の製造方法、電

子 電気機器用導電部品および端子に関するものである。

本願 は、 2 0 1 2 年 1 月 6 日に、 日本 に出願 された特願 2 0 1 2 — 0 0 1

7 7 号 および 2 0 2 年 9 月 1 4 日に、 日本 に出願 された特願 2 0 -

2 0 3 5 7 号 に基づ き優先権 を主張 し、 その内容 をここに援用する。

背景技術

[0002] 半導体装置のコネクタな どの端子、あるいは電磁 リレーの可動導電片な どの

電子 電気用の導電部品 と しては、銅 も しくは銅合金が使用されてお り、 そ

の うちでも、強度、加工性、 コス トのバ ラ ンスな どの観点か ら、黄銅 （C u

_ Z n 合金）が従来か ら広 く使用されている。 またコネクタな どの端子の場

合、主 と して相手側の導電部材 との接触の信頼性 を高めるため、 C u _ Z n

合金か らなる基材 （素板）の表面 に錫 （S n ) め っきを施 して使用すること

が多 くな つている。

上述のようにC u - Z n 合金 を基材 と してその表面 に S n め っきを施 した

コネクタな どの導電部品においては、 S n め っき材の リサイクル性 を向上 さ

せるとともに、強度 を向上 させるため、基材の C u _ Z n 合金 自体 について

も、合金成分 と して S n を添加 した C u - Z n - S n 系合金 を使用する場合

がある。



[0003] 半導体のコネクタなどの電子 電気機器導電部品の製造プロセスとしては、

一般に素材の銅合金を圧延加工によって厚みが 0 . 0 5 ~ 1 . O m m程度の

薄板 （条材）とし、打ち抜き加工によって所定の形状とし、さらにその少な

くとも一部に曲げ加工を施すのが通常である。その場合、導電部品は、曲げ

部分付近で相手側導電部材と接触させて相手側導電部材との電気的接続を得

るとともに、曲げ部分のパネ性により相手側導電材との接触状態を維持させ

るように使用されることが多い。このようなコネクタなどの導電部品に用い

られる銅合金においては、通電時の抵抗発熱を抑えるために導電性が優れて

いることはもちろん、強度が高く、かつ薄板 （条材）に圧延 して打ち抜き加

ェを施すことから、圧延性や打ち抜き加工性が優れていることが望まれる。

さらに、前述のように曲げ加工を施 してその曲げ部分のパネ性により、曲げ

部分付近で相手側導電材との接触状態を維持するように使用されるコネクタ

などの場合は、銅合金部材は、曲げ加工性がすぐれているばかりでなく、曲

げ部分付近での相手側導電材との接触が長時間 （あるいは高温雰囲気でも）

良好に保たれるように、耐応力緩和特性が優れていることが要求される。す

なわち、曲げ部分のパネ性を利用 して相手側導電材との接触状態を維持させ

るコネクタなどの端子においては、銅合金部材の耐応力緩和特性が劣つてい

て経時的に曲げ部分の残留応力が緩和されれば、あるいは高温の使用環境下

で曲げ部分の残留応力が緩和されれば、相手側導電部材との接触圧が十分に

保たれなくなって、接触不良の問題が早期に生 じて しまいやすい。

[0004] コネクタなどの導電部品に使用されるC u _ Z n - S n 系合金の耐応力緩和

特性を向上させるための方策としては、従来から例えば特許文献 1 〜特許文

献 3 に示すような提案がなされている。さらに、 リー ドフレーム用のC u _

Z n - S n 系合金として、特許文献 4 にも耐応力緩和特性を向上させるため

の方策が示されている。

[0005] 特許文献 1 においては、C u _ Z n _ S n 系合金にN ί を含有させてN ί

_ Ρ 系化合物を生成させることによって耐応力緩和特性を向上させることが

できるとされ、また F e の添加も耐応力緩和特性の向上に有効であることが



示されている。また特許文献 2 の提案においては、C u _ Z n _ S n 系合金

に、 Ν ί 、 F e を Ρ とともに添加 して化合物を生成させることにより、合金

の強度、弾性、耐熱性を向上させ得ることが記載されている。ここでは耐応

力緩和特性の直接的な記載はないが、上記の強度、弾性、耐熱性の向上は、

耐応力緩和特性の向上を意味 しているものと思われる。

これらの特許文献 1、 2 の提案に示されるように、C u _ Z n _ S n 系合

金にΝ ί 、 F e 、 P を添加することが耐応力緩和特性の向上に有効であるこ

と自体は、本発明者等も確認 しているが、特許文献 1、 2 の提案ではN ί 、

F e 、 P の個別の含有量が考慮されているだけである。このような個別の含

有量の調整だけでは、必ず しも耐応力緩和特性を確実かつ十分に向上させる

ことができないことが、本発明者等の実験、研究によって判明 している。

[0006] —方特許文献 3 の提案では、C u _ Z n _ S n 系合金にN ί を添加するとと

もに、 Ν ί S η 比を特定の範囲内に調整することにより耐応力緩和特性を

向上させることができると記載され、また F e の微量添加も耐応力緩和特性

の向上に有効である旨、記載されている。

このような特許文献 3 の提案に示されているN ί / S n 比の調整も、確か

に耐応力緩和特性の向上に有効ではあるが、 P化合物と耐応力緩和特性との

関係についてはまったく触れられていない。すなわち P化合物は、特許文献

1、 2 に示されているように耐応力緩和特性に大きな影響を及ぼすと思われ

るが、特許文献 3 の提案では、 P化合物を生成するF e 、 N ί などの元素に

関 しては、その含有量と耐応力緩和特性との関係が全 く考慮されておらず、

本発明者等の実験でも、特許文献 3 の提案に従っただけでは、十分かつ確実

な耐応力緩和特性の向上を図りが得 られないことが判明 している。

[0007] リー ドフ レームを対象とした特許文献 4 の提案では、C u _ Z n _ S n 系合

金に、 Ν ί 、 F e を Ρ とともに添加 し、同時に （F e + N ί ) / Ρ の原子比

を0 . 2 ~ 3 の範囲内に調整 して、 F e _ P系化合物、 Ν ί _ Ρ 系化合物、

もしくは F e _ N ί _ P 系化合物を生成させることにより、耐応力緩和特性

の向上が可能となる旨、記載されている。



しか しながら、本発明者等の実験によれば、特許文献 4 で規定されているよ

うにF e 、 Ν ί 、 Ρ の合計量と、 （F e + Ν ί ) / Ρ の原子比とを調整 した

だけでは、耐応力緩和特性の十分な向上は図り得 られないことが判明 した。

その理由は定かではないが、耐応力緩和特性の確実かつ十分な向上のために

は、 F e 、 Ν ί 、 Ρ の合計量と （F e + Ν ί ) / Ρ の調整以外に、 F e / N

ί 比の調整、さらにはS n / ( N ί + F e ) の調整が重要であって、これら

の各含有量比率をバランス良く調整 しなければ、耐応力緩和特性を確実かつ

十分な向上させ得ないことが、本発明者等の実験、研究によって判明 してい

る。

[0008] 以上のように、C u _ Z n _ S n 系合金からなる電子 電気機器導電部品用

銅合金として、耐応力緩和特性を向上させるための従来の提案では、耐応力

緩和特性の向上効果は未だ確実かつ十分とは言えず、さらなる改良が望まれ

ている。すなわち、コネクタのごとく、薄板 （条）に圧延 して曲げ加工を施

した曲げ部分を有 しかつその曲げ部分付近で相手側導電部材と接触させて、

曲げ部分のパネ性により相手側導電部材との接触状態を維持するように使用

される部品では、経時的に、もしくは高温環境で、残留応力が緩和されて相

手側導電部材との接触圧が保たれなくなり、その結果、接触不良などの不都

合が早期に生 じやすいという問題がある。このような問題を回避するために

、従来は材料の肉厚を大きくせざるを得ず、そのため材料コス トの上昇を招

くともに、重量の増大を招いて しまっていたのが実情である。

先行技術文献

特許文献

[0009] 特許文献1 ：特開平 5 —3 3 0 8 7 号公報

特許文献1 ：特開 2 0 0 6 _ 2 8 3 0 6 0 号公報

特許文献1 ：特許第 3 9 5 3 3 5 7 号公報

特許文献1 ：特許第 3 7 7 3 2 号公報

発明の概要



発明が解決 しょうとする課題

[001 0] 前 述 の よ うに、 S n め っき付 き黄銅条 の基材 と して使 用 されている従来 の C

u - Z n - S n 系合金 は、 曲 げ加工 を施 しかつその曲 げ部付近 で相手側導 電

部材 との接触 を得 るよ うに使 用 され る薄板材料 （条材） と しては、耐応力緩

和特性 が、未 だ確実 かつ十分 に優 れている とは言 えず、 そ こで耐応力緩和特

性 の よ り一層 の確実 かつ十分 な改善 が強 く望 まれている。

[001 1] 本 発 明は、以上 の よ うな事情 を背景 と してな された ものであ って、 コネ クタ

や その他 の端 子、 電磁 リレーの可動導 電 片、 リー ドフ レームな ど、 電子 電

気機 器 の導 電部 品 と して使 用 され る銅合金、特 に C u - Z n - S n 系合金 と

して、耐応力緩和特性 が確実 かつ十分 に優 れていて、従来 よ りも部 品素材 の

薄 肉化 を図 る ことがで き、 しか も強度 も高 く、 さ らに曲 げ加工性 や導 電率 な

どの諸特性 も優 れた電子 電気機 器用銅合金、 および それ を用 いた電子 電

気機 器用銅合金薄板、 電子 · 電気機 器用銅合金 の製造方法、 電子 · 電気機 器

用導 電部 品および端 子 を提供 す る ことを課題 と している。

課題を解決するための手段

[001 2 ] 本 発 明者 らは、上記課題 に対 す る解決策 について、鋭意実験 研 究 を重ねた

ところ、 C u _ Z n _ S n 系合金 に、 Ν ί ( ニ ッケル） および F e (鉄 ） を

適切 な量 だ け同時 に添加 す る とともに、 P ( リン） を適切 な量 だ け添加 し、

しか も これ らの各合金元素 の個別 の含有量 を調整 す るだ けではな く、合金 中

における Ν ί 、 F e 、 P 、 および S n の相互 間の比率、 と りわ け F e お よび

N i の含有量 の比 F e / N ί と、 N ί お よび F e の合計含有量 （N i + F e

) と P の含有量 との比 （N i + F e ) / P と、 S n の含有量 と N i お よび F

e の合計含有量 （Ν ί + F e ) との比 S n / ( N i + F e ) とを、 それ ぞれ

原子比 で適切 な範 囲内に調整 す る ことによ り、 F e お よび / または N i と 口と

を含有 す る析 出物 を適切 に析 出させ、 同時 に母材 （ 相 主体）の結 晶粒径 を

適切 に調整 す る ことによ って、耐応力緩和特性 を確実 かつ十分 に向上 させ る

と同時 に強度 を向上 させ、 その他 曲 げ加工性 や導 電率 な ど、 コネ クタや その

他 の端 子、 あ るいは電磁 リレーの可動導 電 片、 リー ドフ レームな どに要求 さ



れる諸特性 も優れた銅合金が得 られることを見い出 し、本発明をなすに至 つ

たのである。

またさ らに、上記の Ν ί 、 F e 、 P と同時に適量の C o を添加することに

よ り、耐応力緩和特性 および強度 をよ り一層向上 させることがで きることを

見い出 した。

[001 3] すなわち本発明の基本的な態様 （第 1 の態様）による電子 電気機器用銅

合金は、質量 0/ oで、 Z n を 2 . 0 % を越 え、 3 6 . 5 % 以下、 3 门 を 0 . 1

以上、 0 . 9 % 以下、 N ί を 0 . 0 5 % 以上、 1 . 0 % 未満、 F e を 0 . 0

0 % 以上、 0 . 1 0 % 未満、 P を 0 . 0 0 5 % 以上、 0 . 1 0 % 以下含有

し、残部が C u および不可避的不純物 よ りな り、

かつ F e の含有量 とN ί の含有量 との比 F e / N ί が、原子比で、 0 . 0 0

2 ≤ F e / N i < . 5 を満た し、

N i および F e の合計含有量 （N ί + F e ) と P の含有量 との比 （N ί + F

e ) / P が、原子比で、 3 < ( N i + F e ) / P < 1 5 を満た し、

S n の含有量 とN i および F e の合計量 （N ί + F e ) との比 S n / ( N i

+ F e ) が、原子比で、 0 . 3 < S η / ( Ν ί + F e ) < 5 を満たすように

定め られ、

C u 、 Z n および S n を含有する 相の結晶粒の平均粒径が 0 . 1 ~ 5 0

m の範囲内にあ り、 さ らに F e および/ または N i と P とを含有する析 出物

が含 まれていることを特徴 と している銅合金である。

[0014] このような本発明の基本的な形態 によれば、適切な量の S n に加え、 Ν ί

および F e を、 P とともに適切な量だけ同時に添加 し、 しかも S n 、 Ν ί 、

F e 、 および P の相互間の添加比率 を適切 に規制することによ り、母相 （

相主体）か ら析 出 した F e および/ または N i ( 「 6 と〜 ί か ら選択 される

—種 または二種の元素） と Ρ とを含有する析 出物、すなわち 〔N i , F e 〕

_ P 系析 出物が適切 に存在する組織の C u - Z n - S n 系合金 を得 ることが

で きる。 そ して このように 〔Ν ί ， F e 〕 _ P 系析 出物 を適切 に存在 させる

と同時に、母相の 相の平均結晶粒径 を 0 . 1 ~ 5 0 m の範囲内に調整 し



た C u _ Z n _ S n 系合金 では、耐応力緩和特性 が確実 かつ十分 に優 れ、 し

か も強度 （耐力） も高 く、 その他導 電率 な どの諸特性 も優 れている。単純 に

S n 、 Ν ί 、 F e 、 および P の個別 の含有量 を所定の範 囲内に調整 しただ け

では、実際の材料 における これ らの元素 の含有量 によ っては十分 な耐応力緩

和特性 の改善 が得 られない ことがあ り、 またその他 の特性 が不十分 とな った

りす る ことがあ る。本発 明では、 それ らの元素 の含有量 の相対 的な比率 を、

前記各式で規 定 され る範 囲内に規制 す る ことによ って、耐応力緩和特性 を確

実 かつ十分 に向上 させ る と同時 に、強度 （耐力） を満足 させ る ことが可能 と

な ったのであ る。

[001 5] な お ここで 〔Ν ί ， F e 〕 _ P 系析 出物 とは、 N ί — F e — P の 3 元 系析 出

物、 あ るいは F e _ P も しくは N ί — P の 2 元 系析 出物 であ り、 さ らに これ

らに他 の元素、例 えば主成分 の C u 、 Z n 、 S n 、 不純物 の 0 、 S 、 C 、 C

o 、 C r 、 M o 、 M g 、 M n 、 Z r 、 T ί な どを含有 した多元系析 出物 を含

む ことがあ るもの を意味 している。 また この 〔Ν ί ， F e 〕 _ P 系析 出物 は

、 リン化物、 も しくは リンを固溶 した合金 の形態 で存在 す るものであ る。

[001 6] また本発 明の第 2 の態様 による電子 電気機 器用銅合金 は、前記第 1 の態

様 の電子 電気機 器用銅合金 において、 F e お よび / または N i と P とを含

有 す る前記析 出物 の平均粒径 が 1 0 0 n m 以 下であ る ことを特徴 と している

[001 7] この よ うに析 出物 の平均粒径 を 1 0 0 n m 以 下 に規制 す る ことによ って、耐

応力緩和特性 を、 よ り確実 に向上 させ る ことがで きる とともに、強度 をも向

上 させ る ことがで きる。

[001 8] 本 発 明の第 3 の態様 による電子 電気機 器用銅合金 は、前記第 2 の態様 の電

子 - 電気機 器用銅合金 において、 F e お よび / または N i と P とを含有 す る

、平均粒径 1 0 0 n m 以 下の前記析 出物 の析 出密度 が、体積分率 で 0 . 0 0

~ . 0 % の範 囲内にあ る ことを特徴 と している銅合金 であ る。

[001 9] この よ うに平均粒径 1 0 0 n m 以 下の析 出物 の析 出密度 を、体積分率 で 0 .

0 0 1 1 . 0 % の範 囲内に調整 す る ことも、耐応力緩和特性 および強度 の



向上に寄与する。

[0020] 本発明の第 4 の態様 による電子 電気機器用銅合金は、前記第 1 の態様の電

子 - 電気機器用銅合金において、 F e および/ または N i と P とを含有する

前記析出物が、 F e 2 P 系 または N ί 2 P 系の結晶構造を有することを特徴 と

している銅合金である。

[0021 ] 本発明者等の詳細な実験、研究によれば、前述のような F e および/ または

N i と P とを含有する析出物は、 F e 2 P 系 または N i 2 P 系の結晶構造であ

る六方晶も しくは F e 2 P 系の結晶構造である斜方晶の結晶構造を有する析出

物の存在が、耐応力緩和特性の向上、および結晶粒微細化を通 じて強度向上

に寄与 していることが判明 した。

[0022] また本発明の第 5 の態様 による電子 電気機器用銅合金は、

質量 0/ 0で、 Z n を 2 . 0 % を越え、 3 6 . 5 % 以下、 3 门 を 0 . 1 % 以上

、 0 . 9 % 以下、 N ί を 0 . 0 5 % 以上、 1 . 0 % 未満、 F e を 0 . 0 0 1

% 以上、 0 . 1 0 % 未満、 C o を 0 . 0 0 1 % 以上、 0 . 1 0 % 未満、 P を

0 . 0 0 5 % 以上、 0 . 1 0 % 以下含有 し、残部がC u および不可避的不純

物 よりな り、

かつ F e および C o の合計含有量 とN i の含有量 との比 （F e + C o ) / N

i が、原子比で、 0 . 0 0 2 ( F e + C o ) / N i < 1 . 5 を満た し、

N ί 、 F e および C o の合計含有量 （N ί + F e + C o ) と P の含有量 との

比 （N i + F e + C o ) / P が、原子比で、 3 < ( N i + F e + C o ) / P

< 5 を満た し、

S n の含有量 とN ί 、 F e および C o の合計含有量 （Ν ί + F e + C o ) と

の比 S n / ( N ί + F e + C o ) が、原子比で、 0 . 3 < S n / ( N i + F

e + C o ) < 5 を満たすように定め られ、

C u 、 Z n および S n を含有する相 （ 相）か らなる結晶粒の平均粒径が 0

. 1 ~ 5 0 m の範囲内にあ り、 F e と N ί とC o か ら選択される一種以上

の元素 と Ρ とを含有する析出物が含 まれていることを特徴 と している銅合金

である。



[0023] このような第 5 の形態による電子 電気機器用銅合金では、適切な量のS n

に加え、 Ν ί 、 F e およびC o を、 P とともに適切な量だけ同時に添加 し、

しかもS n、Ν ί 、 F e 、C o および Pの相互間の添加比率を適切に規制す

ることにより、母相 （ 相主体）から析出した F e とΝ ί とC o から選択さ

れる一種以上の元素とP とを含有する析出物、すなわち 〔Ν ί ， F e ，C o

〕_ P系析出物が適切に存在する組織とすることにより、耐応力緩和特性お

よび強度をより一層向上させることができる。

[0024] なおここで 〔Ν ί ， F e ，C o ] _ P 系析出物とは、 N i _ F e _ C o _

P の4 元系析出物、あるいはN ί — F e _ P、N i _ C o _ P、もしくは F

e —C o _ P の 3 元系析出物、あるいは F e _ P、N ί — P、もしくはC o

_ P の 2 元系析出物であり、さらにこれらに他の元素、例えば主成分のC u

、 Z n、S n 、不純物の0 、S、C、C r 、M o、M g、M n、 Z r 、 T i

などを含有 した多元系析出物を含むことがあるものを意味 している。すなわ

ち、前記の 〔Ν ί ， F e 〕_ P系析出物も、 〔Ν ί ， F e ，C o ] _ P 系析

出物に含まれる。またこの 〔Ν ί ， F e ，C o ] _ P 系析出物は、 リン化物

、もしくはリンを固溶 した合金の形態で存在するものである。

さらに第 6 〜第 8 の態様は、第 5 の態様で規定する、C o を含有する系の合

金について、前記第 2 〜第4 の態様に準 じて、析出物などの組織を規定 して

いる。

[0025] 本発明の第 6 の態様による電子 電気機器用銅合金は、前記第 5 の態様の

電子 ' 電気機器用銅合金において、 F e とN ί とC ο から選択される一種以

上の元素と Ρ とを含有する前記析出物の平均粒径が 1 0 0 η m以下であるこ

とを特徴としている。

[0026] 本発明の第 7 の態様による電子 電気機器用銅合金は、前記第 6 の態様の電

子 電気機器用銅合金において、 F e とN ί とC ο から選択される一種以上

の元素と Ρ とを含有する、平均粒径 1 0 0 n m以下の前記析出物の析出密度

が、体積分率で 0 . 0 0 1 ~ 1 . 0 %の範囲内にあることを特徴としている

銅合金である。



[0027] 本発明の第 8 の態様による電子 電気機器用銅合金は、前記第 5 〜第 7 のい

ずれかの態様の電子 電気機器用銅合金において、 F e とN i とC o か ら選

択される一種以上の元素 と P とを含有する前記析出物が、 F e 2 P 系または N

i 2 P 系の結晶構造を有することを特徴 としている銅合金である。

[0028] また本発明の第 9 の態様による電子 電気機器用銅合金は、前記第 1 〜第 8

のいずれかの態様の電子 電気機器用銅合金において、 0 . 2 %耐力が 3 0

O M P a 以上の機械特性を有することを特徴 としている銅合金である。

[0029] このような 0 . 2 %耐力が 3 0 O M P a 以上の機械特性を有する電子 電気

機器用銅合金は、例えば電磁 リレ一の可動導電片あるいは端子のパネ部のご

とく、特に高強度が要求される導電部品に適 している。

[0030] また本発明の第 1 0 の態様による電子 電気機器用銅合金薄板は、前記第 1

〜第 9 のいずれかの態様にかかる銅合金の圧延材か らな り、厚みが 0 . 0 5

~ 1 . 0 m mの範囲内にあるものである。

上記第 1 か ら第 9 の態様にかかる銅合金、 また前記第 1 0 の態様にかかる電

子 電気機器用銅合金薄板では、 相について、 E B S D 法により 1 0 0 0

m 2以上の測定面積を測定間隔 0 . 1 m ステ ツプで測定 して、データ解析

ソフ ト0 I M により解析 したときのC I 値が 0 . 1 以下である測定点の割合

が、 7 0 %以下であってもよい。

[0031 ] このような厚みの圧延板薄板 （条材）は、 コネクタ、その他の端子、電磁

リレーの可動導電片、 リー ドフレームなどに好適に使用することができる。

[0032] さ らに本発明の第 1 1 の態様による電子 電気機器用銅合金薄板は、前記

第 1 0 の態様の銅合金薄板の表面にS n め っきが施されているものである。

[0033] この場合、 S n め っきの下地の基材は 0 . 1 ~ 0 . 9 % の 3 门を含有する〇

u - Z n - S n 系合金で構成されているため、使用済みのコネクタなどの部

品をS n め っき黄銅系合金のスクラップとして回収 して良好な リサイクル性

を確保することができる。

[0034] さ らに第 1 2 〜第 1 4 の態様は、電子 電気機器用銅合金の製造方法を規定

している。



[0035] 本発明の第 1 2 の態様による電子 電気機器用銅合金の製造方法は、

質量0/ 0で、 Z n を 2 . 0 % を越え、 3 6 . 5 %以下、 3 门を 0 . 1 %以上、

0 . 9 %以下、 N ί を0 . 0 5 %以上、 1 . 0 %未満、 F e を0 . 0 0 1 %

以上、 0 . 1 0 %未満、 P を0 . 0 0 5 %以上、 0 . 1 0 %以下含有 し、残

部がC u および不可避的不純物よりなり、

かつ F e の含有量とN ί の含有量との比 F e / N ί が、原子比で、 0 . 0 0

2 ≤ F e / N i < . 5 を満た し、

N i および F e の合計含有量 （N ί + F e ) とP の含有量との比 （N ί + F

e ) / P が、原子比で、 3 < ( N i + F e ) / P < 1 5 を満た し、

S n の含有量とN i および F e の合計量 （N ί + F e ) との比 S n / ( N i

+ F e ) が、原子比で、 0 . 3 < S η / ( Ν ί + F e ) < 5 を満たすように

定められた合金を素材とし、

前記素材に少なくとも 1 回の塑性加工 （後述する実施形態における中間塑

性加工に相当）と、再結晶及び析出のための少なくとも 1 回の熱処理 （後述

する実施形態における中間熱処理工程に相当）とを含む工程を施 して、再結

晶組織を有する所定の板厚の再結晶板に仕上げ、さらにその再結晶板に対 し

て加工率 1 ~ 7 0 %の仕上げ塑性加工を施 し、

これによつて、C u、 Z n およびS n を含有する 相の結晶粒の平均粒径

が 0 . 1 ~ 5 0 mの範囲内にあり、 しかもE B S D法により 1 0 0 0 m 2

以上の測定面積を測定間隔 0 . 1 mステツプで測定 して、データ解析ソフ

卜0 I M により解析 したときのC I 値が 0 . 1 以下である測定点の割合が、

7 0 %以下である銅合金を得ることを特徴としている製造方法である。

[0036] 本発明の第 1 3 の態様による電子 電気機器用銅合金の製造方法は、

質量0/ 0で、 Z n を 2 . 0 % を越え、 3 6 . 5 %以下、 3 门を 0 . 1 %以上

、 0 . 9 %以下、 N ί を0 . 0 5 %以上、 1 . 0 %未満、 F e を0 . 0 0 1

%以上、 0 . 1 0 %未満、C o を0 . 0 0 1 %以上、 0 . 1 0 %未満、 P を

0 . 0 0 5 %以上、 0 . 1 0 %以下含有 し、残部がC u および不可避的不純

物よりなり、



かつ F e および C o の合計含有量 と N i の含有量 との比 （F e + C o ) / N

i が、原子比で、 0 . 0 0 2 ( F e + C o ) / N i < 1 . 5 を満た し、

Ν ί 、 F e および C o の合計含有量 （Ν ί + F e + C o ) と P の含有量 との

比 （N i + F e + C o ) / P が、原子比で、 3 < ( N i + F e + C o ) / P

< 5 を満た し、

S n の含有量 と N ί 、 F e および C o の合計含有量 （Ν ί + F e + C o ) と

の比 S n / ( N ί + F e + C o ) が、原子比で、 0 . 3 < S n / ( N i + F

e + C o ) < 5 を満たすように定め られた合金 を素材 と し、

前記素材 に少な くとも 1 回の塑性加工 （後述する実施形態 における中間塑

性加工 に相 当） と、再結晶及び析 出のための少な くとも一回の熱処理 （後述

する実施形態 における中間熱処理工程 に相 当） とを含む工程 を施 して、再結

晶組織 を有する所定の板厚の再結晶板 に仕上 げ、

前記再結晶板 に対 して加工率 1 ~ 7 0 % の仕上 げ塑性加工 を施 し、

これによつて、 C u 、 Z n および S n を含有する 相の結晶粒の平均粒径

が 0 . 1 ~ 5 0 m の範囲内にあ り、 しかも E B S D 法 によ り 1 0 0 0 m 2

以上の測定面積 を測定間隔 0 . 1 m ステ ツプで測定 して、データ解析 ソフ

卜0 I M によ り解析 した ときの C I 値 が 0 . 1 以下である測定点の割合が、

7 0 % 以下である銅合金 を得 ることを特徴 と している製造方法である。

上記の記載 において、 E B S D 法 とは、後方散乱電子回折像 システム付の走

査型電子顕微鏡 による電子線反射回折法 （E l e c t r o n B a c k s c

a t t e r D i f f a c t i o n P a t t e r n s ：E B S D ) ； ¾

意味 し、 また 0 I M は、 E B S D による測定データを用いて結晶方位 を解析

するためのデータ角军析 ソフ 卜 ( O r i e n t a t i o n I m a g i n g

M i c r o s c o p y : O I M ) である。 さ らにC I 値 とは、信頼性指数 （

C o n f i d e n c e I n d e x ) であ って、 E B S D 装置の解析 ソフ 卜

0 I M A n a l y s i s ( V e r . 5 . 3 ) を用いて解析 した ときに、結

晶方位決定の信頼性 を表す数値 と して表示 される数値である （例 えば、 「E

B S D 読本 ：0 I M を使用するにあた って （改定第 3 版）」鈴木清一著、 2



0 0 9 年 9 月、株式会社 T S L ソ リューシ ョンズ発行）。

ここで、 E B S D により測定 して0 I M により解析 した測定点の組織が加

ェ組織である場合、結晶パターンが明確ではないため結晶方位決定の信頼性

が低 くなり、その場合にC I 値が低 くなる。特にC I 値が 0 . 1 以下の場合

にその測定点の組織が加工組織であると判断することができる。そしてC I

値 0 . 1 以下の加工組織と判断される測定点が、 1 0 0 0 m 2以上の測定面

積内で 7 0 %以下であれば、実質的に再結晶組織が維持されていると判断で

き、その場合には加工組織によって曲げ加工性を損なって しまうことを有効

に防止できる。

[0038] また本発明の第 1 4 の態様による電子 電気機器用銅合金の製造方法は、

前記第 1 2 もしくは第 1 3 の態様の電子 電気機器用銅合金の製造方法にお

いて、前記仕上げ塑性加工の後、さらに、 5 0 ~ 8 0 0 °C において 0 . 1秒

~ 2 4 時間加熱する低温焼鈍を施すことを特徴としている。

このように仕上げ塑性加工の後、さらに、 5 0 ~ 8 0 0 °C において 0 . 1秒

~ 2 4 時間加熱する低温焼鈍を施せば、耐応力緩和特性を向上させ、材料内

部に残留する歪によって、材料に反りなどの変形が生 じて しまうことを防止

することができる。

[0039] 本発明の第 1 5 の態様による電子 電気機器用導電部品は、前記第 1 〜第

9 の態様の電子 電気機器用銅合金からなり、曲げ部分のパネ性により相手

側導電部材に圧接させ、相手側導電部材との電気的導通を確保することを特

徴としている導電部品である。

また、本発明の第 1 6 の態様による端子は、前記第 1 〜第 9 の態様の電子

電気機器用銅合金からなる端子である。

本発明の第 1 7 の態様による電子 電気機器用導電部品は、前記第 1 0 ま

たは第 1 1 の態様の電子 電気機器用銅合金薄板からなり、曲げ部分のパネ

性により相手側導電部材に圧接させ、相手側導電部材との電気的導通を確保

することを特徴としている導電部品である。

また、本発明の第 1 8 の態様による端子は、前記第 1 0 または第 1 1 の態



様の電子 電気機器用銅合金薄板か らなる端子である。

発明の効果

[0040] 本発明によれば、 コネクタやその他の端子、電磁 リレーの可動導電片、 リ

— ドフ レー ム など、電子 電気機器の導電部品と して使用される銅合金、特

にC u _ Z n _ S n 系合金 と して、耐応力緩和特性が確実かつ十分に優れて

いて、従来よりも部品素材の薄肉化を図ることができ、 しかも強度 も高 く、

さらに曲げ加工性や導電率などの諸特性 も優れた電子 電気機器用銅合金、

およびそれを用いた電子 電気機器用銅合金薄板、電子電気機器用銅合金の

製造方法、電子 電気機器用導電部品および端子を提供することができる。

図面の簡単な説明

[0041 ] [ 図 1] 本発明の電子 電気機器用銅合金の製造方法の工程例 を示すフローチヤ

- 卜である。

[ 図2] 本発明の実施例の本発明例 N o . 5 の合金についての、 T E M (透過型

電子顕微鏡）観察による組織写真であ り、析出物 を含む部位 を倍率 1 5 0 ，

0 0 0 倍で撮影 した写真である。

[ 図3] 本発明の実施例の本発明例 N o . 5 の合金についての、 T E M (透過型

電子顕微鏡）観察による組織写真であ り、析出物 を含む部位 を倍率 7 5 0 ，

0 0 0 倍で撮影 した写真である。

[ 図4] 本発明の実施例の本発明例 N o . 5 の合金についての、 T E M (透過型

電子顕微鏡）観察による組織写真であ り、析出物 を含む部位 を倍率 5 0 0 ，

0 0 0 倍で撮影 した写真である。

[ 図5] 図 4 中の析出物 についての E D X (エネルギー分散型 X 線分光法）によ

る分析結果を示すグラフである。

発明を実施するための形態

[0042] 以下、本発明の電子 電気機器用銅合金についてより詳細に説明する。

本発明の電子 電気機器用銅合金は、基本的には、合金元素の個別の含有

量 と しては、質量 0/ 0で、 Z n を 2 . 0 % を越え、 3 6 . 5 % 以下、 3 门を 0

. 以上、 0 . 9 % 以下、 N ί を 0 . 0 5 % 以上、 1 . 0 % 未満、 F e を 0



. 0 0 % 以上、 0 . 1 0 % 未満、 P を 0 . 0 0 5 % 以上、 0 . 1 0 % 以下

含有するものであ り、 さ らに各合金元素の相互間の含有量比率 と して、 F e

の含有量 と N i の含有量 との比 F e / N i が、原子比で、次の （1 ) 式

0 . 0 0 2 ≤ F e / N i < . 5 ( )

を満た し、かつ N ί の含有量および F e の含有量の合計量 （N ί + F e ) と

P の含有量 との比 （N ί + F e ) / P が、原子比で、次の （2 ) 式

3 < ( N i + F e ) / P < 1 5 ( 2 )

を満た し、 さ らに S n の含有量 と N ί の含有量および F e の含有量の合計量

( N i + F e ) との比 S n / ( N i + F e ) が、原子比で、次の （3 ) 式

0 . 3 < S n / ( N i + F e ) < 5 ( 3 )

を満たすように定め られ、上記各合金元素の残部が C u および不可避的不

純物 とされ、 さ らに組織条件 と して、 C u 、 Z n および S n を含有する 相

の結晶粒の平均粒径が 0 . 5 ~ 5 0 m の範囲内にあ り、 しかも F e および

/ または N i と P とを含有する析 出物が含 まれているものである。なお以下

では、上記の析 出物 について、 〔Ν ί ， F e 〕 _ P 系析 出物 というもの とす

る。

そ してまた、上記の Z n 、 S n 、 Ν ί 、 F e 、 P のほか、 さ らにC o を 0

. 0 0 1 % 以上、 0 . 1 0 % 未満含有 してお り、かつ これ らの合金元素の相

互間の含有量比率 と して、 F e および C o の合計含有量 と N ί の含有量 との

比 （F e + C o ) / N ί が、原子比で、次の （1 ' ) 式

0 . 0 0 2 ≤ ( F e + C o ) / N i < 1 . 5 ( ' )

を満た し、 さ らに N ί 、 F e および C o の合計含有量 （N i + F e + C o )

と P の含有量 との比 （N ί + F e + C o ) / P が、原子比で、次の （2 ' )

式

3 < ( N i + F e + C o ) / P < 5 ( 2 ' )

を満た し、 さ らに S n の含有量 と N ί 、 F e および C ο の合計含有量 （Ν ί

+ F e + C o ) との比 S n / ( N ί + F e + C o ) が、原子比で、次の （3

' ) 式



0 . 3 < S n / ( N i + F e + C o ) < 5 ( 3 ' )

を満たすように定め られ、上記各合金元素の残部が C u および不可避的不純

物 とされ、 さ らに組織条件 と して、上記 と同様な条件 を満たすものである。

なお以下では、 この場合の析 出物 を、 〔Ν ί ， F e ， C o ] _ P 系析 出物 と

称する。

なお、上記の基本的な形態 と、 C o を添加 した形態か ら、以下に記載 され

る銅合金 も、本発明の電子 電気機器用銅合金 に含 まれる。

本発明の一形態 にかかる電子 電気機器用銅合金は、質量％で、 Z n を 2 .

0 % を越 え、 3 6 . 5 % 以下、 S n を 0 . 1 ~ 0 . 9 % 、 Ν ί を 0 . 0 5 %

以上、 1 . 0 % 未満、 Ρ を 0 . 0 0 5 ~ 0 . 1 0 % 、 F e を 0 . 0 0 1 % 以

上、 0 . 1 0 % 未満、 C o を 0 . 1 0 % 未満含有 し、残部が C u および不可

避的不純物か らな り、

F e と N ί の含有量の比 F e / N ί が、原子比で、 0 . 0 0 2 F e / N

をミ親た し、

F e および C o の合計含有量 と N i の含有量の比 （F e + C o ) / N ί が

、原子比で、 （F e +C o ) / N i < 1 . 5 を満た し、

N i および F e の合計含有量 （N ί + F e ) と P の含有量 との比 （N ί + F

e ) / P が、原子比で、 3 < ( N ί + F e ) / P を満た し、

N ί 、 F e および C o の合計含有量 （N ί + F e + C o ) と P の含有量 との

比 （N i + F e + C o ) / P が、原子比で、 （N i + F e + C o ) / P <

5 を満た し、

S n の含有量 と N i および F e の合計量 （N ί + F e ) との比 S n / ( N i

+ F e ) が、原子比で、 S n / ( N ί + F e ) < 5 を満た し、

S n の含有量 と N ί 、 F e および C o の合計含有量 （Ν ί + F e + C o ) と

の比 S n / ( N ί + F e + C o ) が、原子比で、 0 . 3 < S n ( N i + F

e + C o ) を満たすように定め られ、

C u 、 Z n および S n を含有する 相の結晶粒の平均粒径が 0 . 5 ~ 5 0 从

m の範囲内にあ り、 F e 、 Ν ί 、 C ο か ら選択 される一種以上および Ρ を含



有する析出物が含まれている銅合金である。

[0045] 先ずこれらの本発明銅合金の成分組成およびそれらの相互間の比率の限定

理由について説明する。

亜鉛 （Z n ) ：質量0/ 0で、 2 . 0 % を越え、 3 6 . 5 %以下

Z n は、本発明で対象としている銅合金 （黄銅）において基本的な合金元

素であり、強度およびばね性の向上に有効な元素である。またZ n はC u よ

り安価であるため、銅合金の材料コス トの低減にも効果がある。 Z n が 2 .

0 %以下では、材料コス トの低減効果が十分に得 られない。_ 方 Z n が 3 6

. 5 % を越えれば、銅合金の耐応力緩和特性が低下 して しまい、後述するよ

うに本発明に従って F e 、 Ν ί 、 Ρ を添加 しても、十分な耐応力緩和特性を

確保することが困難となる。また銅合金の耐食性が低下するとともに、 相

が多量に生 じるため冷間圧延性および曲げ加工性も低下 して しまう。 したが

つてZ n の含有量は 2 . 0 % を越え、 3 6 . 5 %以下の範囲内とした。なお

Z n 量は、上記の範囲内でも4 . 0 3 6 . 5 %の範囲内が好ましく、更に

は 8 . 0 3 2 . 0 %の範囲内が好ましく、特に8 . 0 2 7 . 0 %の範囲

内が好ましい。

[0046] 錫 （S n ) ：質量0/ 0で、 0 . 1 %以上、 0 . 9 %以下

S n の添加は強度向上に効果があり、またS n めっきを施 して使用する電

子 - 電気機器材料の母材黄銅合金として、 S n を添加 しておくことが、 S n

めっき付き黄鋼材のリサイクル性の向上に有利となる。さらにS n がN ί お

よび F e と共存すれば、銅合金の耐応力緩和特性の向上にも寄与することが

本発明者等の研究により判明 している。 3 门が 0 . 1 %未満ではこれらの効

果が十分に得 られず、一方 S n が 0 . 9 % を越えれば、銅合金の熱間加工性

および冷間圧延性が低下 して しまい、熱間圧延や冷間圧延で割れが発生 して

しまうおそれがあり、また導電率も低下 して しまう。そこでS n の添加量は

0 . 1 %以上、 0 . 9 %以下の範囲内とした。

なおS n 量は、上記の範囲内でも特に0 . 2 %以上、 0 . 8 %以下の範囲内

が好ましい。



[0047] ニッケル （N i ) ：質量0/ 0で、 0 . 0 5 %以上、 1 . 0 %未満

N ί は、 F e 、 P と並んで本発明において特徴的な添加元素であり、C u

_ Z n _ S n 合金に適量のN ί を添加 して、 〜 を「6 、 Ρ と共存させるこ

とによって、 〔Ν ί ， F e 〕_ P系析出物を母相 （ 相主体）から析出させ

ることができ、また、 〜 ；を「6 、C o 、 P と共存させることによって、 〔

N i , F e ，C o ] _ P 系析出物を母相 （ 相主体）から析出させることが

できる。これらの 〔N i , F e 〕一P系析出物もしくは 〔Ν ί ， F e ，C o

〕_ P系析出物が存在することによって、再結晶の際に結晶粒界をピン止め

する効果により、母相の平均結晶粒径を小さくすることができ、その結果、

強度を増加させることができる。またこのように母相の平均結晶粒径を小さ

くすることによって、曲げ加工性ゃ耐応力腐食割れ性も向上させることがで

きる。さらに、これらの析出物の存在により、耐応力緩和特性を大幅に向上

させることができる。加えて、 〜 ！を ミ 门、 F e 、 C o 、 P と共存させるこ

とで析出物による耐応力緩和特性の向上だけでなく、固溶強化によっても向

上させることができる。ここで、 N ί の添加量が 0 . 0 5 %未満では、耐応

力緩和特性を十分に向上させることができない。一方 Ν ί の添加量が 1 . 0

%以上となれば、銅合金に固溶 Ν ί が多 くなつて導電率が低下 し、また高価

な Ν ί 原材料の使用量の増大によりコス ト上昇を招 く。そこで Ν ί の添加量

は0 . 0 5 %以上、 1 . 0 %未満の範囲内とした。なお Ν ί の添加量は、上

記の範囲内でも特に0 . 0 5 %以上、 0 . 8 %未満の範囲内とすることが好

ましい。

[0048] 鉄 （F e ) ：質量0/ 0で、 0 . 0 0 1 %以上、 0 . 1 0 %未満

F e は、 N ί 、 Ρ と並んで本発明において特徴的な添加元素であり、C u _

Z n _ S η 合金に適量の F e を添加 して、 F e をΝ ί 、 Ρ と共存させること

によって、 〔Ν ί ， F e 〕_ P系析出物を母相 （ 相主体）から析出させる

ことができ、また、 F e をΝ ί 、 C o 、 P と共存させることによって、 〔N

i , F e , C o ] _ P 系析出物を母相 （ 相主体）から析出させることがで

きる。これらの 〔N i , F e 〕一P系析出物もしくは 〔Ν ί ， F e ，C o 〕



- P 系析出物が存在することによって、母相の再結晶の際に結晶粒界をピン

止めする効果により、母相の平均粒径を小さくすることができ、その結果、

強度を増加させることができる。またこのように平均結晶粒径を小さくする

ことによって、曲げ加工性ゃ耐応力腐食割れ性も向上させることができる。

さらに、これらの析出物の存在により、銅合金の耐応力緩和特性を大幅に向

上させることができる。ここで、 F e の添加量が 0 . 0 0 1 %未満では、結

晶粒界をピン止めする効果が充分に得 られず、そのため充分な強度が得 られ

ない。一方 F e の添加量が 0 . 1 0 %以上となれば、銅合金に一層の強度向

上は認められず、固溶 F e が多くなつて導電率が低下 し、また冷間圧延性も

低下 して しまう。そこで F e の添加量は0 . 0 0 1 %以上、 0 . 1 0 %未満

の範囲内とした。なお F e の添加量は、上記の範囲内でも特に0 . 0 0 5 %

以上、 0 . 0 8 %以下の範囲内とすることが好ましい。

[0049] コバル ト （C o ) ：質量0/ 0で、 0 . 0 0 1 %以上、 0 . 1 0 %未満

C o は、必ず しも必須の添加元素ではないが、少量のC o をN ί 、 F e 、

P とともに添加すれば、 〔Ν ί ， F e ，C o ] _ P 系析出物が生成され、銅

合金の耐応力緩和特性をより一層向上させることができる。ここでC o 添加

量が 0 . 0 0 1 %未満では、C o 添加による耐応力緩和特性のより一層の向

上効果が得 られず、一方C o 添加量が 0 . 1 0 %以上となれば、固溶C o が

多くなつて銅合金の導電率が低下 し、また高価なC o 原材料の使用量の増大

によりコス 卜上昇を招 く。そこでC o を添加する場合のC o の添加量は0 .

0 0 1 %以上、 0 . 1 0 %未満の範囲内とした。なおC o の添加量は、上記

の範囲内でも特に0 . 0 0 5 %以上、 0 . 0 8 %以下の範囲内とすることが

好ましい。なおC o を積極的に添加 しない場合でも、不純物として 0 . 0 0

%未満のC o が含有されることがある。

[0050] 燐 （P ) ：質量％で、 0 . 0 0 5 %以上、 0 . 1 0 %以下

P は、 F e 、 Ν ί 、さらにはC ο との結合性が高く、 F e 、 Ν ί とともに

適量の Ρ を含有させれば、 〔Ν ί ， F e 〕_ Ρ 系析出物を析出させることが

でき、また F e 、 Ν ί 、 C ο とともに適量の Ρ を含有させれば、 〔Ν ί ， F



e ，C o ] _ P 系析出物 を析出させることができる。そ してこれ らの析出物

の存在 によって耐応力緩和特性 を向上させることができる。 ここで、 P 量が

0 . 0 0 5 % 未満では、十分に 〔Ν ί ， F e 〕 _ P 系析出物 または 〔N i ,

F e ，C o ] _ P 系析出物 を析出させることが困難 とな り、十分に銅合金の

耐応力緩和特性 を向上させることができな くなる。一方 P 量が 0 . 1 0 % を

越えれば、 P 固溶量が多 くなつて、導電率が低下するとともに圧延性が低下

して冷間圧延割れが生 じやす くなつて しまう。そこで P の含有量は、 0 . 0

0 5 % 以上、 0 . 1 0 % 以下の範囲内と した、なお P 量は、上記の範囲内で

も特 に 0 . 0 1 % 以上、 0 . 0 8 % 以下の範囲内が好ま しい。

なおまた、 P は、銅合金の溶解原料か ら不可避的に混入することが多い元

素であ り、従 って P 量を上述のように規制するためには、溶解原料を適切 に

選定することが望 ま しい。

[0051 ] 以上の各元素の残部は、基本的にはC u および不可避的不純物 とすればよい

。 ここで不可避的不純物 と しては、 M g ，A し M n , S i , ( C o ) , C

, A g , C a , S r , B a , S c ，Y , H f ，V , N b ，T a , M o , W

，R e ，R u ，O s , S e ，T e ，R h ， I , P d ， P t , A u , C d ，

G a , I n , L i , G e , A s , S b ，T i , T I , P b ，B i , S , 0 ，

C ，B e , N，H，H g , B、 Z r 、希土類等が挙げられるが、 これ らの不

可避不純物は、総量で 0 . 3 質量％以下であることが望 ま しい。

[0052] さ らに本発明の電子 電気機器用銅合金においては、各合金元素の個別の添

加量範囲を上述のように調整するばか りではな く、それぞれの元素の含有量

の相互の比率が、原子比で、前記 （1 ) ~ ( 3 ) 式、あるいは （1 ' ) ~ (

3 ' ) 式 を満たすように規制することが重要である。そこで以下に （1 ) ~

( 3 ) 式、 （1 ' ) ~ ( 3 ' ) 式の限定理由を説明する。

[0053] ( 1 ) 式 ： 0 . 0 0 2 F e / N i < 1 . 5

本発明者等の詳細な実験 によれば、耐応力緩和特性 には F e / N ί 比が大

きな影響 を与え、その比が特定の範囲内にある場合に、は じめて耐応力緩和

特性 を十分に向上させ得 ることが判明 した。すなわち、 F e と N ί を共存 さ



せ、かつ F e 、 Ν ί のそれぞれの含有量を前述のように調整するだけではな

く、それらの比 F e / Ν ί を、原子比で、 0 . 0 0 2 以上かつ 1 . 5 未満の

範囲内とした場合に、十分な耐応力緩和特性の向上が得 られることを見い出

した。ここで、 F e / N ί 比が 1 . 5 以上となれば、耐応力緩和特性が低下

し、また F e / Ν ί 比が 0 . 0 0 2 未満であれば強度が低下する。また、 F

e / N ί 比が 0 . 0 0 2 未満では、高価な Ν ί の原材料使用量が相対的に多

くなつて、コス ト上昇を招 く。そこで F e / N ί 比は、上記の範囲内に規制

することとした。なお F e / N ί 比は、上記の範囲内でも、特に0 . 0 0 5

以上 1以下の範囲内が望ましい。さらに望ましくは0 . 0 0 5 以上 0 . 5 以

下の範囲内が好ましい。

[0054] ( 2 ) 式 ： 3 < ( N i + F e ) / P < 1 5

N ί および F e が P と共存することにより、 〔Ν ί ， F e 〕_ P系析出物

が生成されて、その 〔Ν ί ， F e 〕_ P系析出物の分散により耐応力緩和特

性を向上させることができるが。他方、 （N ί + F e ) に対 して Pが過剰に

含有されれば、固溶 Pの割合の増大によって逆に耐応力緩和特性が低下 して

しまし、、また P に対 して （N ί + F e ) が過剰に含有されれば、固溶 したN

ί 、 F e の割合の増大によって耐応力緩和特性が低下 して しまう。そこで、

耐応力緩和特性の十分な向上のためには、 （N ί + F e ) P比の制御も重

要である。 （N i + F e ) / P比が 3 以下では、固溶 Pの割合の増大に伴つ

て銅合金の耐応力緩和特性が低下 し、また同時に固溶 P により銅合金の導電

率が低下するとともに、圧延性が低下 して冷間圧延割れが生 じやすくなり、

さらに曲げ加工性も低下する。一方、 （N ί + F e ) / P比が 1 5 以上とな

れば、固溶 したN ί 、 F e の割合の増大により銅合金の導電率が低下 して し

まう。そこで （N ί + F e ) / P比を上記の範囲内に規制することとした。

なお （N i + F e ) / P比は、上記の範囲内でも、特に3 を越え、 1 2 以下

の範囲内が望ましい。

[0055] ( 3 ) 式 ： 0 . 3 < S n / ( N i + F e ) < 5

前述のようにS n がN ί および F e と共存すれば、 S n は耐応力緩和特性



の向上に寄与するが、その耐応力緩和特性向上効果は、 S n / ( N ί + F e

) 比が特定の範囲内でなければ十分に発揮されない。すなわち、 S n / ( N

ί + F e ) 比が 0 . 3 以下では、十分な耐応力緩和特性向上効果が発揮され

ず、一方 S n / ( N i + F e ) 比が 5 以上となれば、相対的に （N i + F e

) 量が少なくなつて、 〔Ν ί ， F e 〕 - P系析出物の量が少なくなり、耐応

力緩和特性が低下 して しまう。なおS n / ( N ί + F e ) 比は、上記の範囲

内でも、特に0 . 3 を超え、 2 . 5 以下の範囲内が望ましい。さらに好まし

くは、 0 . 3 を超え、 1 . 5 以下の範囲内が望ましい。

[0056] ( 1 ) 式 ： 0 . 0 0 2 ( F e + C o ) / N i < . 5

C o を添加 した場合、 F e の一部をC o で置き換えたと考えればよい。 し

たがって （1 ) 式も基本的には （1 ) 式に準 じている。すなわち、 F e 、

N ί に加えてC o を添加 した場合、耐応力緩和特性には （F e + C o ) / N

ί 比が大きな影響を与え、その比が特定の範囲内にある場合に、はじめて耐

応力緩和特性を十分に向上させ得る。 したがって、 〜 と「6 ぉょび〇 0 を

共存させ、かつ F e 、 Ν ί 、 C ο のそれぞれの含有量を前述のように調整す

るだけではなく、 F e とC ο の合計含有量とΝ ί 含有量との比 （F e + C o

) / N ί を、原子比で、 0 . 0 0 2 以上かつ 1 . 5 未満の範囲内とした場合

に、十分な耐応力緩和特性の向上を図り得ることを見い出した。ここで、 （

F e + C ο ) / Ν ί 比が 1 . 5 以上となれば、耐応力緩和特性が低下 し、ま

た （F e + C o ) / N ί 比が 0 . 0 0 2 未満であれば強度が低下する。また

、 （F e + C ο ) / Ν ί 比が 0 . 0 0 2 未満では、高価な Ν ί の原材料使用

量が相対的に多くなつて、コス ト上昇を招 く。そこで （F e +C o ) / N ί 比

は、上記の範囲内に規制することとした。なお （F e + C o ) / N ί 比は、

上記の範囲内でも、特に0 . 0 0 5 以上 1以下の範囲内が望ましい。さらに

望ましくは0 . 0 0 5 以上 0 . 5 以下の範囲内が好ましい。

[0057] ( 2 ) 式 ： 3 < ( N i + F e + C o ) / P < 1 5

C o を添加する場合の （2 ) 式も、前記 （2 ) 式に準 じている。すなわ

ち、 N ί 、 F e およびC ο が Ρ と共存することにより、 〔Ν ί ， F e ， C o



〕_ P系析出物が生成されて、その 〔Ν ί ， F e ，C o 〕_ P系析出物の分

散により耐応力緩和特性を向上させることができる。 しか し、 （N i + F e

+ C o ) に対 して Pが過剰に含有されれば、固溶 Pの割合の増大によって逆

に耐応力緩和特性が低下 して しまう。 したがって、耐応力緩和特性の十分な

向上のためには、 （N ί + F e + C o ) / P比も重要である。 （N i + F e

+ C o ) P比が 3 以下では、固溶 Pの割合の増大に伴って銅合金の耐応力

緩和特性が低下 し、また同時に固溶 P により銅合金の導電率が低下するとと

もに、圧延性が低下 して冷間圧延割れが生 じやすくなり、さらに曲げ加工性

も低下する。一方、 （N ί + F e + C o ) / P比が 1 5 以上となれば、固溶

した Ν ί 、 F e 、C o の割合の増大により導電率が低下 して しまう。そこで

( N ί + F e + C o ) / P比を上記の範囲内に規制することとした。なお （

N ί + F e + C o ) / P比は、上記の範囲内でも、特に3 を越え、 1 2 以下

の範囲内が望ましい。

[0058] ( 3 ) 式 ： 0 . 3 < S n / ( N i + F e + C o ) < 5

C o を添加する場合の （3 ) 式も、前記 （3 ) 式に準 じている。すなわ

ち、 S n がN ί 、 F e およびC ο と共存すれば、 S n は耐応力緩和特性の向

上に寄与するが、その耐応力緩和特性向上効果は、 S n / ( N ί + F e + C

o ) 比が特定の範囲内でなければ十分に発揮されない。具体的には、 S n /

( N i + F e + C o ) 比が 0 . 3 以下では、十分な耐応力緩和特性向上効果

が発揮されず、一方 S n / ( N i + F e + C o ) 比が 5 以上となれば、相対

的に （N ί + F e + C o ) 量が少なくなつて、 〔Ν ί ， F e ，C o 〕_ P系

析出物の量が少なくなり、耐応力緩和特性が低下 して しまう。なおS n (

N ί + F e + C o ) 比は、上記の範囲内でも、特に0 . 3 を超え、 2 . 5 以

下の範囲内が望ましい。さらに好ましくは、 0 . 3 を超え、 1 . 5 以下の範

囲内が望ましい。

[0059] 以上のように各合金元素を、個別の含有量だけではなく、各元素相互の比率

として、 （1 ) ~ ( 3 ) 式もしくは （1 ) ~ ( 3 ) 式を満たすように調

整 した電子 電気機器用銅合金においては、既に述べたような 〔Ν ί ， F e



〕 _ P 系析 出物 も しくは 〔Ν ί ， F e ， C o ] _ P 系析 出物 が、 母 相 （ 相

主体 ） か ら分散 析 出 した もの とな り、 この よ うな析 出物 の分散 析 出 に よ って

、 耐 応 力緩 和特 性 が 向上 す る もの と考 え られ る。

[0060] また本 発 明 の電 子 電 気機 器 用銅 合 金 にお いて は、 その成 分 組成 を上 述 の よ

うに調 整 す るだ けで はな く、 銅 合 金母 相 の平 均結 晶粒 径 を 0 . 1 ~ 5 0 m

の範 囲 内 に規 制 す る こ とも重 要 で あ る。 す なわ ち、 耐 応 力緩 和特 性 には、 材

料 の結 晶粒 径 もあ る程 度 の影 響 を与 え る こ とが知 られ て お り、 一般 には結 晶

粒 径 が小 さい ほ ど耐 応 力緩 和特 性 は低 下 す る。 一方、 強度 と曲 げ加 工性 は、

結 晶粒 径 が小 さい ほ ど向上 す る。 本 発 明 の合 金 の場 合、 成 分 組成 と各 合 金 元

素 の比率 の適切 な調 整 に よ って 良好 な耐 応 力緩 和特 性 を確 保 で きるため、 結

晶粒 径 を小 さ く して、 強度 と曲 げ加 工性 の 向上 を図 る こ とが で きる。 こ こで

、 製 造 プ ロセ ス 中 にお け る再 結 晶 お よび析 出の ため の仕 上 げ熱 処理 後 の段 階

で、 平 均結 晶粒 径 が 5 0 m 以 下、 0 . 1 m 以 上 で あれ ば、 耐 応 力緩 和特

性 を確 保 しつ つ、 強度 と曲 げ加 工性 を向上 させ る こ とが で きる。 平 均結 晶粒

径 が 5 0 m を越 えれ ば、 充分 な強度 と曲 げ加 工性 を得 る こ とが で きず、 一

方平 均結 晶粒 径 が 0 . 1 m 未 満 で は、 成 分 組成 と各 合 金 元 素 の比率 を適切

に調 整 して も、 耐 応 力緩 和特 性 を確 保 す る こ とが 困難 とな る。 な お平 均結 晶

粒 径 は、 耐 応 力緩 和特 性 と、 強度 お よび 曲 げ加 工性 のバ ラ ンス を向上 させ る

ため には、 0 . 5 ~ 2 O m の範 囲 内が好 ま しく、 さ らに 0 . 5 ~ 5 m の

範 囲 内が よ り好 ま しい。 な お こ こで平 均結 晶粒 径 とは、 本 発 明 で対 象 と して

い る合 金 の母 相 、 す なわ ち C u を主体 と して Z n 及 び S n が 固溶 して い る

相 の結 晶 の平 均粒 径 を意 味 す る。

[0061 ] さ らに本 発 明 の電 子 電 気機 器 用銅 合 金 にお いて は、 〔Ν ί ， F e 〕 _ P 系

析 出物 も しくは 〔Ν ί ， F e ， C o ] _ P 系析 出物 が存 在 して い る こ とが重

要 で あ る。 これ らの析 出物 は、 本 発 明者 等 の研 究 に よ り、 F e 2 P 系 また は N

ί 2 P 系 の結 晶構 造 で あ る六方 晶 （space group: P-62m(1 89) ) も しくは F e 2

P 系 の結 晶構 造 で あ る斜 方 晶 （space group: P-nma(62) ) で あ る こ とが判 明

して い る。 そ して これ らの析 出物 は、 その平 均粒 径 が 1 0 0 n m 以 下 と、 微



細であることが望 ま しい。 このように微細な析 出物が存在することによって

、優れた耐応力緩和特性 を確保することがで きると同時に、結晶粒微細化 を

通 じて、強度 と曲げ加工性 を向上 させることがで きる。 ここで、 このような

析 出物の平均粒径が 1 0 0 n m を越 えれば、強度ゃ耐応力緩和特性の向上 に

対する寄与が小さ くなる。

さ らに本発明の電子 電気機器用銅合金中における平均粒径 1 0 0 n m以

下の微細な析 出物の割合は、体積分率で 0 . 0 0 1 % 以上、 1 % 以下の範囲

内であることが望 ま しい。平均粒径 1 0 0 n m以下の微細な析 出物の体積分

率が 0 . 0 0 1 % 未満では、銅合金 において、良好な耐応力緩和特性 を確保

することが困難 とな り、 また強度 と曲げ加工性 を向上 させる効果 も充分 に得

られな くなる。一方、 その体積分率が 1 % を越 えれば、銅合金の曲げ加工性

が低下する。なお平均粒径 1 0 0 n m以下の微細な析 出物の割合は、体積分

率で 0 . 0 0 5 % ~ 0 . 5 % の範囲内、 さ らに 0 . 0 1 % ~ 0 . 2 % の範囲

内であることが、 よ り望 ま しい。

さ らに本発明の電子 電気機器用銅合金 においては、 C u 、 Z n および S n

を含有する 相の結晶粒 について、 E B S D 法 によ り 1 O O O m 2以上の測

定面積 を測定間隔 0 . 1 m ステ ツプで測定 して、データ解析 ソフ 卜0 I M

によ り解析 した ときの C I 値 が 0 . 1 以下である測定点の割合が、 7 0 % 以

下であることが望 ま しい。 その理 由は次の通 りである。

すなわち、銅合金の製品 と しての耐カを向上 させるための処理 と しては、

後 に改めて製造方法の説明で述べ るように、最終的に仕上 げ塑性加工 を行 う

ことが望 ま しい。 これは銅合金の製品 と しての耐カを向上 させるための処理

であ り、 その加工方法は特 に限定されないが、最終形態が板ゃ条である場合

、圧延 を適用するのが通常である。 そ して圧延 によ り仕上 げ塑性加工 を行な

つた場合、結晶粒が圧延方向に対 して平行な方向に伸長するように変形する

—方、 E B S D 装置の解析 ソ フ 卜0 I M によ り解析 した ときの C I 値 （信

頼性指数）は、測定点の結晶パ ター ンが明確ではない場合 にその値が小さ く



なり、C I 値が 0 . 1 以下では加工組織となっているとみなすことができる

。そして、〇 1値が 0 . 1 以下の測定点の割合が 7 0 %以下である場合は、

実質的に再結晶組織が維持されて、曲げ加工性が損なわれないのである。

なおE B S D法による測定面は、仕上げ塑性加ェを圧延によって行った場

合には、圧延幅方向に対 し垂直な面 （縦断面）、すなわちT D ( T a n s

v e s e D i r e c t i o n ) 面とする。仕上げ塑性加工を圧延以外の

方法によって行った場合は、圧延の場合のT D面に準 じて、主加工方向に沿

つた縦断面を測定面とすればよい。

[0063] ここで、C I 値が 0 . 1 以下の測定点の割合が 7 0 % を越えるように加工 し

た場合、加工時に導入される歪みが大きくなりすぎて、曲げ加工性を損なつ

て しまうおそれがある。

本発明の銅合金からなる部材、例えば、本発明の電子 電気機器用銅合金薄

板は、母相 （ 相）の結晶粒について、上記のC I 値により定義される特性

を有することができる。

[0064] 次に、前述のような実施形態の電子 電気機器用銅合金の製造方法の好まし

い例について、図 1 に示すフローチヤ一 卜を参照 して説明する。

[0065] 〔溶解 錶造工程 ：S 0 1 〕

先ず前述のような成分組成の銅合金溶湯を溶製する。ここで、溶解原料の

うち銅原料としては、純度が 9 9 . 9 9 %以上とされたいわゆる4 N C u、

例えば無酸素銅を使用することが望ましいが、スクラップを原料として用い

てもよい。また溶解工程では、大気雰囲気炉を用いてもよいが、 Z n の酸化

を抑制するために、真空炉、あるいは、不活性ガス雰囲気又は還元性雰囲気

とされた雰囲気炉を用いてもよい。

次いで成分調整された銅合金溶湯を、適宜の錶造法、例えば金型錶造など

のバッチ式錶造法、あるいは連続錶造法、半連続錶造法などによって錶造 し

て、錶塊 （スラブ状錶塊など）とする。

[0066] 〔加熱工程 ：S 0 2 ]

その後、必要に応 じて、錶塊に対する加熱工程 S 0 2 として、錶塊の偏析



を解消 して錶塊組織 を均一化するために均質化処理 を行な う。 この均質化処

理の条件は特 に限定 しないが、通常は 6 0 0 9 5 0 °Cにおいて 5 分〜 2 4

時間加熱すればよい。均質化処理温度が 6 0 0 °C未満、あるいは均質化処理

時間が 5 分未満では、十分な均質化効果が得 られないおそれがあ り、一方均

質化処理温度が 9 5 0 °Cを越 えれば、偏析部位が一部溶解 して しまうおそれ

があ り、 さ らに均質化処理時間が 2 4 時間を越 えることはコス ト上昇 を招 く

だけである。均質化処理後の冷却条件は、適宜定めれば良いが、通常は水焼

入れすればよい。なお均質化処理後 には、必要 に応 じて面削を行な う。

[0067] 〔熱間加工 ：S 0 3 〕

次いで、粗加工の効率化 と組織の均一化のために、前述の加熱工程 S O 2

の後 に、錶塊 に対 して熱間加工 を行 ってもよい。 この熱間加工の条件は特 に

限定されないが、通常は、開始温度 6 0 0 ~ 9 5 0 °C、終 了温度 3 0 0 ~ 8

5 0 °C、加工率 1 0 ~ 9 9 %程度 とすることが好 ま しい。なお熱間加工開始

温度 までの錶塊加熱は、前述の加熱工程 S 0 2 と兼ねて行な ってもよい。す

なわち均質化処理後 に、室温近 くまで冷却せずに、熱間加工開始温度 まで冷

却 された状態で熱間加工 を開始 してもよい。熱間加工後の冷却条件は、適宜

定めれば良いが、通常は水焼入れすればよい。なお熱間加工後 には、必要 に

応 じて面削を行な う。熱間加工の加工方法 については、特 に限定されないが

、最終形状が板ゃ条の場合は熱間圧延 を適用 して、 0 . 5 ~ 5 0 m m程度の

板厚 まで圧延すればよい。 また最終形状が線や棒の場合 には、押 出や溝圧延

を、 また最終形状がバル ク形状の場合 には、鍛造や プ レスを適用すればよい

[0068] 〔中間塑性加工 ：S 0 4

前述のように加熱工程 S 0 2 で均質化処理 を施 した錶塊、あるいはさ らに

必要 に応 じて熱間圧延な どの熱間加工 （S O 3 ) を施 した熱間加工材 には、

中間塑性加工 を施す。 この中間塑性加工 S 0 4 における温度条件は特 に限定

はないが、冷間又は温間加工 となる _ 2 0 0 °Cか ら+ 2 0 0 °Cの範囲内とす

ることが好 ま しい。 中間塑性加工の加工率 も特 に限定されないが、通常は 1



0 ~ 9 9 %程度とする。加工方法は特に限定されないが、最終形状が板、条

の場合は、圧延を適用 して板厚 0 . 0 5 ~ 2 5 m m程度の板厚まで冷間もし

くは温間で圧延すればよい。また最終形状が線や棒の場合には、押出や溝圧

延、さらに最終形状がバルク形状の場合には、鍛造やプレスを適用する事が

出来る。なお、溶体化の徹底のために、 S 0 2 ~ S 0 4 を繰 り返 しても良い

[0069] 〔中間熱処理工程 ：S 0 5 〕

冷間もしくは温間での中間塑性加工 （S 0 4 ) 、例えば冷間圧延の後には

、再結晶処理と析出処理を兼ねた中間熱処理を施す。この中間熱処理は、銅

合金の組織を再結晶させると同時に、 〔Ν ί ， F e 〕_ Ρ 系析出物もしくは

〔Ν ί ， F e ，C o ] _ P 系析出物を分散析出させるために重要な工程であ

り、これらの析出物が生成されるような加熱温度、加熱時間の条件を適用す

ればよい。中間熱処理の条件は、通常は、 2 0 0 ~ 8 0 0 °Cで、 1秒~ 2 4

時間とすればよい。但 し、既に述べたように結晶粒径も耐応力緩和特性にあ

る程度の影響を与えるから、中間熱処理による再結晶粒を測定 して、加熱温

度、加熱時間の条件を適切に選択することが望ましい。但 し、中間熱処理お

よびその後の冷却は、最終的な平均結晶粒径に影響を与えるから、これらの

条件は、 相の平均結晶粒径が 0 . 1 ~ 5 0 m の範囲内となるように選定

することが望ましい。

[0070] 中間熱処理の好ましい加熱温度、加熱時間は、次に説明するように、具体的

な熱処理の手法によっても異なる。

すなわち中間熱処理の具体的手法としては、バッチ式の加熱炉を用いても

、あるいは連続焼鈍ラインを用いて連続的に加熱 しても良い。そして中間熱

処理の好ましい加熱条件は、バッチ式の加熱炉を使用する場合は、 3 0 0 ~

8 0 0 °Cの温度で、 5 分〜 2 4 時間加熱することが望ましく、また連続焼鈍

ラインを用いる場合は、加熱到達温度 2 5 0 ~ 8 0 0 °C とし、かつその範囲

内の温度で、保持な し、もしくは 1秒〜 5 分程度保持することが好ましい。

またこの中間熱処理の雰囲気は、非酸化性雰囲気 （窒素ガス雰囲気、不活性



ガス雰囲気、あるいは還元性雰囲気） とすることが好ま しい。

中間熱処理後の冷却条件は、特 に限定 しないが、通常は 2 0 0 C / 秒 〜

1 0 0 °C / 時間程度の冷却速度で冷却すればよい。

[0071 ] なお、必要に応 じて、上記の中間塑性加工 S 0 4 と中間熱処理工程 S O 5 を

、複数回繰 り返 しても良い。すなわち、先ず第 1 回目の中間塑性加工 と して

、例えば一次冷間圧延を行なってか ら、第 1 回目の中間熱処理 を行ない、そ

の後、 2 回目の中間塑性加工 と して、例えば二次冷間圧延を行い、その後 に

回目の中間熱処理 を行 ってもよい。

[0072] 〔仕上げ塑性加工 ：S 0 6 〕

中間熱処理工程 S 0 5 の後 には、最終寸法、最終形状 まで銅合金の仕上げ

加工を行 う。仕上げ塑性加工における加工方法は特 に限定されないが、銅合

金の最終製品形態が板ゃ条である場合には、圧延 （冷間圧延）を適用するの

が通常であ り、その場合は 0 . 0 5 ~ 1 . 0 m m程度の板厚 に圧延すればよ

し、。その他、最終製品形態に応 じて、鍛造やプレス、溝圧延などを適用 して

も良い。加工率は最終板厚や最終形状 に応 じて適宜選択すれば良いが、 1 ~

7 0 % の範囲内が好ま しい。加工率が 1 %未満では、耐カを向上させる効果

が充分に得 られず、一方 7 0 % を越えれば、実質的に再結晶組織が失われて

、いわゆる加工組織 となって しまって、曲げ加工性が低下 して しまうという

問題が生 じる。なお加工率は、好ま しくは 1 ~ 6 5 %、 より好ま しくは、 5

~ 6 0 % とする。 ここで、仕上げ塑性加工を圧延によって行なう場合には、

その圧延率が加工率 に相当する。仕上げ塑性加工後は、 これをそのまま製品

と して、 コネクタなどに用いても良いが、通常は、 さらに仕上げ熱処理 を施

すことが好ま しい。

[0073] 〔仕上げ熱処理工程 ：S 0 7 〕

仕上げ塑性加工後 には、必要に応 じて、耐応力緩和特性の向上、及び低温

焼鈍硬化のために、又は残留ひずみの除去のために、仕上げ熱処理工程 S O

7 を行なう。 この仕上げ熱処理は、 5 0 ~ 8 0 0 °C の範囲内の温度で、 0 .

1 秒〜 2 4 時間行なうことが望 ま しい。



仕上げ熱処理の温度が5 0 °C未満、または仕上げ熱処理の時間が0 . 1秒未

満では、十分な歪み取りの効果が得られなくなるおそれがある。一方仕上げ

熱処理の温度が8 0 0 °Cを越える場合は再結晶のおそれがあり、さらに仕上

げ熱処理の時間が2 4 時間を越えることは、コス 卜上昇を招くだけである。

なお、仕上げ塑性加工S 0 6 を行わない場合には、仕上げ熱処理工程S 0 7

は省略してもよい。

[0074] 以上のようにして、 相主体の母相から 〔Ν ί ，F e 〕_ P系析出物もしく

は 〔Ν ί ，F e ，C o ] _ P系析出物が分散析出した、最終製品形態のC u

- Z n - S n 系合金材を得ることができる。特に加工方法として圧延を適用

した場合、板厚 0 . 0 5 ~ 1 . O mm程度のC u _ Z n _ S n 系合金薄板 （

条材）を得ることができる。このような薄板は、これをそのまま電子 ' 電気

機器用導電部品に使用しても良いが、通常は板面の一方、もしくは両面に、

膜厚 0 . 1 ~ 1 O m程度のS n めっきを施 し、S n めっき付き銅合金条と

して、コネクタその他の端子などの電子 電気機器用導電部品に使用する。

この場合のS n めっきの方法は特に限定されないが、常法に従って電解めつ

きを適用したり、また場合によっては電解めつき後にリフ口一処理を施 した

りしてもよい。

[0075] なお前述のように、本発明の電子 電気機器用銅合金を、実際にコネクタや

その他の端子に使用するにあたっては、薄板などに曲げ加工を施すことが多

く、またその曲げ加工部分付近で、曲げ部分のパネ性により相手側導電部材

に圧接させ、相手側導電部材との電気的導通を確保するような態様で使用す

ることが一般的である。このような態様での使用に対 して、本発明の銅合金

は最適である。

[0076] 以下、本発明の効果を確認すべく行った確認実験の結果を本発明の実施例と

して、比較例とともに示す。なお以下の実施例は、本発明の効果を説明する

ためのものであって、実施例に記載された構成、プロセス、条件が本発明の

技術的範囲を限定するものでない。

実施例



[0077] 先ず、溶解 錶造工程 S 0 1 として、C u _ 4 0 % Z n 母合金および純度 9

9 . 9 9 質量％以上の無酸素銅 （A S T M B 5 2 C 1 0 1 0 0 ) から

なる原料を準備 し、これを高純度グラフアイ ト坩堝内に装入 して、 N 2ガス雰

囲気において電気炉を用いて溶解 した。銅合金溶湯内に、各種添加元素を添

加 して、本発明例として表 1 〜表 3 のN o . N o . 5 8 に示す成分組成

の合金、および比較例として表 4 のN o . 0 ~ N o . 1 1 8 に示す成分

組成の合金溶湯を溶製 し、力一ボン錶型に注湯 して錶塊を製出した。なお、

錶塊の大きさは、厚さ約 2 5 m m X 幅約 5 0 m m X 長さ約 2 0 0 m m とした

[0078] 続いて各錶塊について、均質化処理 （加熱工程 S O 2 ) として、 A r ガス雰

囲気中において、 8 0 0 °Cで所定時間保持後、水焼き入れを実施 した。

[0079] 次に、熱間加工 S 0 3 として、熱間圧延を実施 した。すなわち、熱間圧延開

始温度が 8 0 0 °C となるように再加熱 して、錶塊の幅方向が圧延方向となる

ようにして、圧延率約 5 0 %の熱間圧延を行い、圧延終了温度 3 0 0 ~ 7 0

0 °Cから水焼入れを行い、切断および表面研削実施後、厚さ約 1 1 m m X 幅

約 1 6 0 m m X 長さ約 1 0 0 m m の熱間圧延材を製出した。

[0080] その後、中間塑性加工 S 0 4 および中間熱処理工程 S 0 5 を、それぞれ 1

回行なうか、又は 2 回繰 り返 して実施 した。すなわち表 5 〜表 8 のうち、 N

o . 1、 N o . 5 ~ 4 2 、 N o . 4 5 、 N o . 4 7 、 N o . 4 8 、 N o .

0 2 8 は、一次中間塑性加工として一次冷間圧延を行なった後、二次

中間熱処理を行ない、さらに二次中間塑性加工として二次冷間圧延を行なつ

た後、二次中間熱処理を施 した。一方、 N o . 2 ~ 4 、 N o . 4 3 、 N o .

4 4 、 N o . 4 6 、 N o . 4 9 ~ 5 8 、 N o . 1 0 1 は、一次中間塑性加工

としての一次冷間圧延の後、一次中間熱処理を施 し、その後の二次中間塑性

加工 （二次冷間圧延）および二次中間熱処理は行なわなかった。

具体的には、 N o . 2 ~ 4 、 N o . 4 3 、 N o . 4 4 、 N o . 4 6 、 N o

. 4 9 5 8 N o . 1 0 1 については、圧延率約 9 0 %以上の一次冷間圧

延 （一次中間塑性加工）を行なった後、再結晶と析出処理のための一次中間



熱処理 と して、 2 0 0 ~ 8 0 0 °C で、所定時間の熱処理 を実施 し、水焼入れ

した。 そ して一次中間熱処理一水焼入れの後、圧延材 を切断するとともに、

酸化被膜 を除去するために表面研削を実施 し、後述する仕上 げ塑性加工 に供

した。

—方、 N o . 1 、 N o . 5 ~ 4 2 、 N o . 4 5 、 N o . 4 7 、 N o . 4 8

、 N o . 1 0 2 ~ 1 1 8 については、圧延率約 5 0 ~ 9 5 % の一次冷間圧延

(—次中間塑性加工）を行な った後、一次中間熱処理 と して、 2 0 0 ~ 8 0

0 °C で、所定時間の熱処理 を実施 し、水焼入れ した後、圧延率約 5 0 ~ 9 5

% の二次冷間圧延 （二次中間塑性加工）を施 し、 さ らに熱処理後の平均粒径

が約 1 O m以下 となるように、 2 0 0 ~ 8 0 0 °C の間で所定の時間、二次

中間熱処理 を実施 し、水焼入れ した。 そ して二次中間熱処理一水焼入れの後

、圧延材 を切断するとともに、酸化被膜 を除去するために表面研削を実施 し

、後述する仕上 げ塑性加工 に供 した。

—次 も しくは二次中間熱処理後の段階においては、平均結晶粒径 を次のよう

に して調べた。

平均粒径が 1 0 m を越 える場合 については、各試料 について圧延面 に対

して法線方向に垂直な面、すなわち N D ( N o m a l D i r e c t ί ο

η ) 面 を観察面 と し、鏡面研磨、エ ッチ ングを行な ってか ら、光学顕微鏡 に

て、圧延方向が写真の横 になるように撮影 し、 1 0 0 0 倍の視野 （約 3 0 0

X 2 0 0 m 2 ) で観察 を行 った。 そ して、結晶粒径 を J | S H 0 5 0 1

の切断法 に従 い、写真縦、横の所定長 さの線分 を 5 本ずつ引 き、完全 に切 ら

れる結晶粒数 を数 え、 その切断長 さの平均値 を平均結晶粒径 と して算出 した

また、平均結晶粒径 1 0 m以下の場合は、圧延の幅方向に対 して垂直な

面、すなわち T D 面 を観察面 と して、 S E M — E B S D ( E l e c t r o n

B a c k s e a t t e r D i f f a c t i o n P a t t e r n s )

測定装置 によって、平均結晶粒径 を測定 した。具体的には、耐水研磨紙、 ダ

ィャモン ド砥粒 を用いて機械研磨 を行 った後、 コロイダルシ リ力溶液 を用い



て仕上げ研磨を行ない、その後、走査型電子顕微鏡を用いて、試料表面の測

定範囲内の個々の測定点 （ピクセル）に電子線を照射 し、後方散乱電子線回

折による方位解析により、隣接する測定点間の方位差が 1 5 ° 以上となる測

定点間を大角粒界とし、 1 5 ° 以下を小角粒界とした。そして大角粒界を用

いて、結晶粒界マップを作成 し、 J I S H 0 5 0 1 の切断法に準拠 し、

結晶粒界マップに対 して、縦、横の所定長さの線分を 5 本ずつ引き、完全に

切 られる結晶粒数を数え、その切断長さの平均値を平均結晶粒径とした。

このようにして調べた一次中間熱処理後の段階、もしくは二次中間熱処理

後の段階での平均結晶粒径を表 5 〜表 8 中に示す。

[0082] その後、仕上げ塑性加工 S 0 6 として、表 5 〜表 8 中に示す圧延率で仕上

げ圧延を実施 した。

[0083] 最後に、仕上げ熱処理 S 0 7 として、 2 0 0 ~ 3 5 0 °Cで熱処理を実施 し

た後、水焼入れ し、切断および表面研磨を実施 した後、厚さ0 . 2 5 m m X

幅約 1 6 0 m mの特性評価用条材を製出した。

[0084] これらの特性評価用条材について導電率、機械的特性 （耐力）を調べると

ともに、耐応力緩和特性を調べ、さらに組織観察を行なった。各評価項目に

ついての試験方法、測定方法は次の通りであり、またその結果を表 9 〜表 1

2 に示す。

[0085] 〔機械的特性〕

特性評価用条材から」 I S Z 2 2 0 に規定される 1 3 B号試験片を

採取 し、 J I S Z 2 2 4 1 のオフセット法により、 0 . 2 %耐カ σ 0 . 2を

測定 した。なお、試験片は、引張試験の引張方向が特性評価用条材の圧延方

向に対 して直交する方向となるように採取 した。

[0086] 〔導電率〕

特性評価用条材から幅 1 0 m m X 長さ6 O m mの試験片を採取 し、 4 端子

法によって電気抵抗を求めた。また、マイクロメータを用いて試験片の寸法

測定を行い、試験片の体積を算出した。そして、測定 した電気抵抗値と体積

とから、導電率を算出した。なお、試験片は、その長手方向が特性評価用条



材の圧延方向に対 して平行 になるように採取 した。

〔耐応力緩和特性〕

耐応力緩和特性試験 は、 日本伸銅協会技術標準 J C B A — T 3 0 9 ：2 0

0 4 の片持は りね じ式に準 じた方法 によって応力を負荷 し、 1 2 0 °C の温度

で所定時間保持後の残留応力率 を測定 した。

試験方法 と しては、各特性評価用条材か ら圧延方向に対 して直交する方向

に試験 片 （幅 1 O m m ) を採取 し、試験 片の表面最大応力が耐力の 8 0 % と

なるよう、初期たわみ変位 を 2 m m と設定 し、 スパ ン長 さを調整 した。上記

表面最大応力は次式で定め られる。

表面最大応力 （M P a ) = 1 . 5 E t 。/ L s 2

ただ し、

E ：たわみ係数 （M P a )

t ：試料の厚み （t = 0 . 2 5 m m )

0 初期たわみ変位 （2 m m )

L ：スパ ン長 さ （m m )

である。

1 2 0 °C の温度で、 1 0 0 0 h 保持後の曲げ癖か ら、残留応力率 を測定 し

、耐応力緩和特性 を評価 した。なお残留応力率 は次式を用いて算出 した。

残留応力率 （％ ) = ( - δ / δ 0 ) X 0 0

ただ し、

t ： 1 2 0 °C で 1 0 0 0 h 保持後の永久たわみ変位 （m m ) —常温で 2 4 h

保持後の永久たわみ変位 （m m )

δ ：初期たわみ変位 （m m ) である。

耐応力緩和特性の評価 は、 Z n 量が 2 % を越 え、 2 0 % 未満の試料 （表 9

~ 1 2 中の 「2 _ 2 0 Z n 評価」の欄 に記入 したもの）については、前述の

ように して測定 した残留応力率が、 8 0 % 以上のものを A (優 良）、 7 0 %

以上、 8 0 % 未満のものを B (良）、 7 0 % 未満 ものをC (不良） と評価 し

た。 また、 Z n 量が 2 0 % 以上、 3 6 . 5 % 未満の試料 （表 9 ~ 1 2 中の 「



2 0 —3 0 Z n評価」の欄に記入したもの）については、残留応力率が 7 0

%以上のものをA (優良）、 6 0 %以上、 7 0 %未満のものをB (良）、 6

0 %未満ものをC (不良）と評価した。

[0088] 〔結晶粒径観察〕

圧延の幅方向に対して垂直な面、すなわちT D面（T r a n s V e r s e

i e c t i o n ) を観察面として、 E B S D測定装置及び0 I M解析ソ

フ卜によって、次のように結晶粒界および結晶方位差分布を測定した。

耐水研磨紙、ダイャモンド砥粒を用いて機械研磨を行つた後、コロイダル

シリ力溶液を用いて仕上げ研磨を行った。そして、 E B S D測定装置 （F E

I 社製Q u a n t a F E G 4 5 0 , E D A X / T S L 社製 （現 A M E

T E K社） O I M D a t a C o l l e c t i o n ) と、解析ソフ 卜 （

E D A X / T S L 社製 （現 A M E T E K社）O I M D a t a A n a l

y s i s v e に 5 . 3 ) によって、電子線の加速電圧 2 0 k V、測定間隔

0 . 1 mステップで 1 0 0 0 m 2以上の測定面積で、各結晶粒の方位差の

解析を行った。解析ソフ 卜0 I Mにより各測定点のC I 値を計算し、結晶粒

径の解析からはC I 値が0 . 1以下のものは除外した。結晶粒界は、二次元

断面観察の結果、隣り合う2 つの結晶間の配向方位差が 1 5 ° 以上となる測

定点間を大角粒界とし、 1 5 ° 以下を小角粒界とした。大角粒界を用いて、

結晶粒界マップを作成し、 J I S H 0 5 0 1の切断法に準拠し、結晶粒

界マップに対して、縦、横の所定長さの線分を5 本ずつ引き、完全に切られ

る結晶粒数を数え、その切断長さの平均値を平均結晶粒径とした。

なお本発明では、平均結晶粒径は、 相の結晶粒について規定している。

上記の平均結晶粒径測定にあたっては、 a 相以外のβ 相などの結晶はほとん

ど存在しなかつたが、存在した場合は除外して平均粒径を算出している。

[0089] 〔析出物の観察〕

各特性評価用条材について、透過型電子顕微鏡 （Τ Ε Μ ：日立製作所製、

Η —8 0 0 、 H F —2 0 0 0 、 H F —2 2 0 0 および日本電子製 J E M —

2 0 0 F ) およびE D X 分析装置 （N o r a n製、 E D X 分析装置V a n



t a g e ) を用いて、次のように析 出物観察 を実施 した。

本発明例の N o . 5 について、 T E M を用いて 1 5 0 ， 0 0 0 倍 （観察視

野面積 は約 4 X 0 5 n m 2 ) で 1 0 ~ 1 0 0 n m の粒径の析 出物の観察 を実

施 した （図 2 ) 。 また、 7 5 0 ， 0 0 0 倍 （観察視野面積 は約 2 X 1 n

m 2 ) で 1 ~ 1 0 n m の粒径の析 出物の観察 を実施 した （図 3 ) 。

さ らに、粒径が 2 0 n m程度の析 出物 についての電子線回折 によ り、析 出

物が F e 2 P 系 または N ί 2 P 系の結晶構造 を持つ六方晶も しくは F e 2 Ρ 系の

斜方晶であることが確認 された。 ここで、電子線回折 を行 った析 出物 は、図

4 の中央部の黒 い楕 円状の部分である。

さ らに、 E D X (エネルギー分散型 X 線分光法）を用いて、析 出物の組成

を分析 した結果 を図 5 に示す。図 5 か ら、 その析 出物が、 Ν ί 、 F e 、 P を

含有するもの、すなわち既 に定義 した 〔N i , F e 〕 _ P 系析 出物の一種で

あることが確認 された。

〔析 出物の体積分率〕

析 出物の体積分率 については、以下のように して算出 した。

先ず、図 2 に示 した、 1 5 0 ， 0 0 0 倍の観察視野での主に 1 0 ~ 1 0 0

n m の粒径の析 出物 に対応する円相 当径 を画像処理 によって求め、得 られた

直径 よ り各析 出物のサイズおよび体積 を算出 した。次 に、図 3 に示 した、 7

5 0 ， 0 0 0 倍の観察視野での主に 1 ~ 1 0 n m の粒径の析 出物 に対応する

円相 当径 を画像処理 によって求め、得 られた直径 よ り各析 出物のサイズおよ

び体積 を算出 した。 そ して両者の体積分率 を合計 したものを 1 ~ 1 0 0 n m

の粒径の析 出物の体積分率 と した。 またコンタミネ一シ ヨン法 を用いて、試

料膜厚 を測定 した。 コンタミネ一シ ヨン法では、試料の一部 にコンタミネ一

シ ヨンを付着 させ、試料 を だけ傾斜 させた ときのコンタミネ一シ ヨンの長

さの増加分 ∆ Ι_ よ り以下の式を用いて、試料厚 さ t を決定 した。

t = ∆ L / s i n Θ

これによ り決定 した厚 さ t と観察視野面積 を乗 じて、観察視野体積 を求め

、各析 出物の体積の総和 と観察視野体積の割合 よ り体積分率 を決定 した。



表 1 3 に示 したように、本発明例の N o . 5 についての、 1 0 ~ 1 0 0 n

m の粒径の析出物の体積分率 （X 1 5 0 ， 0 0 0 の倍率での観察による析出

物体積分率）は 0 . 0 7 % で、 1 ~ 1 O nmの粒径の析出物の体積分率 （X 7

5 0 ， 0 0 0 の倍率での観察による析出物体積率）は 0 . 0 5 % であった。

したがって、 1 ~ 1 0 0 n m の粒径の F e と N ί と P を含有する、析出物が

F e 2 P 系 または Ν ί 2 P 系の結晶構造を有する析出物の体積分率は、合計 し

て、 0 . 1 2 % であ り、本発明における望 ま しい体積分率 （0 . 0 0 1 ~ 1

. 0 % ) の範囲内であった。

その他の本発明例の N o . 4 、 N o . 1 3 、 N o . 1 7 、 N o . 1 8 につい

ても、同様 に析出物の体積分率 を測定 したが、表 1 3 中に示 しているように

、いずれも本発明における望 ま しい体積分率の範囲内であった。

[0091 ] C I 値〕

特性評価用条材の圧延の幅方向に対 して垂直な面、すなわち T D ( T r a n

s v e r s e d i e c t i o n ) 面 に対 し、耐水研磨紙、 ダイヤモン ド

砥粒 を用いて機械研磨を行 った後、 コロイダルシ リ力溶液 を用いて仕上げ研

磨を行 った。そ して、 E B S D 測定装置 （F E I 社製 Q u a n t a F E G

4 5 0 , E D A X / T S L 社製 （現 A M E T E K 社） O I M D a t

a C o l l e c t i o n ) と、解析 ソ フ 卜 （E D A X / T S L 社製 （現

A M E T E K 社） O I M D a t a A n a l y s i s v e r . 5 . 3 )

によって、電子線の加速電圧 2 0 k V、測定間隔 0 . 1 m ステ ップで 1 0 0

0 m 2以上の測定面積で、各結晶粒の方位差の解析 を行ない、各測定点の信

頼性指数 （C I 値）の値 を計算 した。その後、全測定点に対するC I 値が 0

. 1 以下の割合を算出 した。測定には各条材について組織が特異でない視野

を選び、 1 0 視野の測定を行い、その平均値 を値 と して用いた。

その後、なおこのC I 値の測定は、実際には、前述の 〔結晶粒径観察〕を

兼ねて行なった。

[0092] 上記の各組織観察結果、各評価結果について、表 9 〜表 1 2 中に示す。

[0093]
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[ 表 13]

以上の各試料の評価結果 について次 に説明する。

なお、 N o . 1 ~ 1 7 は、 3 0 % 前後の Z n を含有するC u _ 3 0 Z n 合金

をべ一スとする本発明例、 N o . 1 8 は、 2 5 % 前後の Z n を含有するC u

_ 2 5 Z n 合金 をべ一スとする本発明例、 N o . 1 9 は、 2 0 % 前後の Z n

を含有するC u _ 2 0 Z n 合金 をべ一スとする本発明例、 N o . 2 0 2 8

は、 1 5 % 前後の Z n を含有するC u _ 1 5 Z n 合金 をべ一スとする本発明

例、 N o . 2 9 は、 1 0 % 前後の Z n を含有するC u _ 1 0 Z n 合金 をべ一

スとする本発明例、 N o . 3 0 ~ 3 8 は、 5 % 前後の Z n を含有するC u _

5 Z n 合金 をべ一スとする本発明例、 N o . 3 9 は、 3 % 前後の 乙 门を含有

するC u _ 3 Z n 合金 をべ一スとする本発明例、 N o . 4 0 は、 3 0 % 前後

の Z n を含有するC u _ 3 0 Z n 合金 をべ一スとする本発明例、 N o . 4 1

は、 2 0 ~ 2 5 % の 乙 n を含有するC u - 2 0 ~ 2 5 Z n 合金 をべ一ス とす

る本発明例、 N o . 4 2 は、 1 5 % 前後の Z n を含有するC u _ 1 5 Z n 合

金 をべ一スとする本発明例、 N o . 4 3 ~ 4 5 は、 5 ~ 1 0 % の 乙 门を含有

するC u _ 5 ~ 1 0 Z n 合金 をべ一スとする本発明例、 N o . 4 6 は、 3 %

前後の Z n を含有するC u _ 3 Z n 合金 をべ一スとする本発明例、 N o . 4

7 は、 2 0 ~ 2 5 % の 乙 n を含有するC u - 2 0 ~ 2 5 Z n 合金 をベースと

する本発明例、 N o . 4 8 は、 1 5 % 前後の Z n を含有するC u _ 1 5 Z n

合金 をべ一スとする本発明例、 N o . 4 9 は、 5 ~ 1 0 % の Z n を含有する



C u _ 5 ~ 1 0 Z n 合金 をべ一ス とする本発明例、 N o . 5 0 は、 3 % 前後

の Z n を含有するC u _ 3 Z n 合金 をべ一スとする本発明例、 N o . 5

5 4 は C u _ 5 Z n 合金 をべ一ス とする本発明例、 N o . 5 5 ~ 5 8 は C u

- 0 Z n 合金 をべ一スとする本発明例である。

また N o . 1 0 1 は、 3 0 % 前後の Z n を含有するC u _ 3 0 Z n 合金 をべ

—スとする合金 について、平均結晶粒径が本発明範囲の上限を越 えた比較例

であ り、 さ らに、 N o . 1 0 2 ~ 1 0 5 は、 3 0 % 前後の Z n を含有するC

u — 3 0 Z n 合金 をべ一ス とする比較例、 N o . 1 0 6 ~ 1 1 1 は、 1 5 %

前後の Z n を含有するC u _ 1 5 Z n 合金 をべ一スとする比較例、 N o .

1 2 ~ 1 1 7 は、 5 % 前後の Z n を含有するC u _ 5 Z n 合金 をべ一スとす

る比較例、 N o . 1 1 8 は、 3 % 前後の Z n を含有するC u _ 3 Z n 合金 を

ベースとする比較例である。

[01 07] 表 9 〜表 1 1 に示 しているように、各合金元素の個別の含有量が本発明で規

定する範囲内であるばか りでな く、各合金成分の相互間の比率が本発明で規

定する範囲内である本発明例 N o . 1 ~ 5 8 は、 いずれも耐応力緩和特性が

優れてお り、 そのほか導電率 も 2 0 % I A C S 以上で、 コネクタやその他の

端子部材 に十分 に適用可能であ り、 さ らに強度耐カも従来材 と比 して特 に遜

色ないことが確認 された。

[01 08] —方、表 1 2 に示 しているように、比較例の N o . 0 1 8 は、耐

応力緩和特性、強度 （耐力）の少な くとも一方が本発明例 よ りも劣 っていた

[01 09] すなわち比較例の N o . 1 0 1 は、平均結晶粒径が 5 0 m を越 える粗大な

もの とな ったため、耐カが劣 つていた。

また比較例の N o . 1 0 2 は、 S n ， N i , F e ， P を添加 しなか った C

u - 3 0 Z n 合金であ り、 この場合は本発明例の C u - 3 0 Z n ベースの合

金 よ りも耐力が低 いばか りでな く、耐応力緩和特性 も劣 っていた。

比較例の N o . 1 0 3 は、 N ί を添加 しなか った C u _ 3 0 Z n ベ ー ス の

合金であ って、 F e / Ν ί 比 ばか りでな く （N ί + F e ) / P 比 および S n



/ ( N i + F e ) も本発明の範囲外であ り、 この場合は耐応力緩和特性が劣

つていた。

比較例の N o . 1 0 4 は、 F e / N ί 比 が本発明の範囲を越 えた C u _ 3

0 Ζ η ベースの合金であ り、 この場合は耐応力緩和特性が劣 っていた。

比較例の N o . 1 0 5 は、 F e を添加 しなか った C u _ 3 0 Z n ベースの

合金であ って、 F e / N ί 比 が本発明範囲外であ り、 この場合は本発明例の

C u - 3 0 Ζ η ベースの合金 よ りも耐力が低か った。

[01 10] 比較例の N o . 1 0 6 は、 S n ， N i , F e ， P を添加 しなか った C u —

1 5 Z n 合金であ り、 この場合は本発明例の C u - 5 Z n ベースの合金 よ

りも耐力が低 いばか りでな く、耐応力緩和特性 も劣 っていた。

比較例の N o . 1 0 7 は、 Ν ί ， F e ， P を添加 しなか った C u — 1 5 Z

n 合金であ り、 この場合は本発明例の C u _ 1 5 Z n ベースの合金 よ りも耐

力が低 いばか りでな く、耐応力緩和特性 も劣 っていた。

比較例の N o . 1 0 8 は、 Ν ί ， F e を添加 しなか った C u _ 1 5 Ζ η ベ

—スの合金であ り、 この場合は本発明例の C u _ 1 5 Ζ η ベースの合金 よ り

も耐力が低 いばか りでな く耐応力緩和特性 も劣 っていた。

比較例の N o . 1 0 9 は、 N ί を添加 しなか った C u _ 1 5 Z n ベースの

合金であ って、 F e / Ν ί 比 ばか りでな く （N ί + F e ) / P 比 および S n

/ ( N i + F e ) も本発明の範囲外であ り、 この場合は耐応力緩和特性が劣

つていた。

比較例の N o . 1 1 0 は、 F e / N ί 比 が本発明の範囲を越 えた C u -

5 Z n ベースの合金であ り、 この場合は耐応力緩和特性が劣 っていた。

比較例の N o . 1 1 1 は、 F e を添加 しなか った C u _ 1 5 Z n ベースの

合金であ って、 この場合は本発明例の C u _ 1 5 Z n ベースの合金 よ りも耐

力が低か った。

[01 11] 比較例の N o . 1 1 2 は、 S n ， N i , F e ， P を添加 しなか った C u — 5

Z n 合金であ り、 この場合は本発明例の C u - 5 Z n ベースの合金 よ りも耐

力が低 いばか りでな く、耐応力緩和特性 も劣 っていた。



比較例の N o . 1 1 3 は、 Ν ί ， F e ， P を添加 しなか った C u — 5 Z n

ベースの合金、比較例の N o . 1 4 は、 Ν ί ， F e を添加 しなか った C u

— 5 Z n ベースの合金であ り、 これ らの場合は、本発明例の C u _ 5 Z n ベ

—スの合金 よ りも耐力が低 いばか りでな く、耐応力緩和特性 も劣 っていた。

比較例の N o . 1 1 5 は、 N ί を添加 しなか った C u _ 5 Z n ベースの合

金であ って、 F e / N ί 比 ばか りでな く （N i + F e ) / P 比 も本発明の範

囲外であ り、 この場合は耐応力緩和特性が劣 つていた。

比較例の N o . 1 1 6 は、 F e / N ί 比 が本発明の範囲を越 えた C u - 5

Z n ベースの合金であ り、 この場合は耐応力緩和特性が劣 っていた。

比較例の N o . 1 1 7 は、 F e を添加 しなか った C u _ 5 Z n ベースの合

金であ って、 F e / N ί 比 ばか りでな く （Ν ί + F e ) / P 比 も本発明範囲

外であ り、 この場合は本発明例の C u - 5 Z n ベースの合金 よ りも耐力が低

か った。

比較例の N o . 1 1 8 は、 S n 、 Ν ί 、 F e 、 P を添加 しなか った C u —

3 Z n 合金であ り、 この場合は本発明例の C u - 3 Z n ベースの合金 よ りも

耐力が低 いばか りでな く、耐応力緩和特性 も劣 っていた。

産業上の利用可能性

本発明によれば、強度 も高 く、 さ らに曲げ加工性や導電率な どの諸特性 も優

れた C u - Z n - S n 系銅合金 と、 そのような銅合金か らなる薄板等の銅合

金部材 を提供することがで きる。 このような銅合金は、 コネクタやその他の

端子、電磁 リレーの可動導電片、 リー ドフ レームな どの電子 電気機器用部

品に好適 に使用で きる。



請求の範囲

[ 請求項 1] 質量％ で、 Z n を 2 . 0 % を越 え、 3 6 . 5 % 以下、 3 门を 0 . 1 %

以上、 0 . 9 % 以下、 N ί を 0 . 0 5 % 以上、 1 . 0 % 未満、 F e を

0 . 0 0 1 % 以上、 0 . 1 0 % 未満、 P を 0 . 0 0 5 % 以上、 0 . 1

0 % 以下含有 し、残部が C u および不可避的不純物 よ りな り、

かつ F e の含有量 と N ί の含有量 との比 F e / N ί が、原子比で、

0 . 0 0 2 ≤ F e / N i < . 5

な 茜た し、

N i および F e の合計含有量 （N ί + F e ) と P の含有量 との比 （N

ί + F e ) / P が、原子比で、

3 < ( N i + F e ) / P < 5

な 茜た し、

S n の含有量 と N i および F e の合計量 （N ί + F e ) との比 S n /

( N i + F e ) が、原子比で、

0 . 3 < S n / ( N i + F e ) < 5

を満たすように定め られ、

C u 、 Z n および S n を含有する 相の結晶粒の平均粒径が 0 . 1

~ 5 0 m の範囲内にあ り、

F e および / または N i と P とを含有する析 出物が含 まれている電

子 電気機器用銅合金。

[ 請求項2] 請求項 1 に記載の電子 電気機器用銅合金 において、

F e および または N i と P とを含有する前記析 出物の平均粒径が

0 0 n m以下である電子 電気機器用銅合金。

[ 請求項3] 請求項 2 に記載の電子 電気機器用銅合金 において、

F e および / または N i と P とを含有する、平均粒径 1 0 0 n m以

下の前記析 出物の析 出密度が、体積分率で 0 . 0 0 1 ~ 1 . 0 % の範

囲内にある電子 電気機器用銅合金。

[ 請求項4] 請求項 1 か ら請求項 3 のいずれか一項 に記載の電子 電気機器用銅



合金 において、 F e および / または N i と P とを含有する前記析 出物

が、 F e 2 P 系 または N ί 2 P 系の結晶構造 を有する電子 ' 電気機器

用銅合金。

[ 請求項 5] 質量 0/ 0で、 Ζ η を 2 . 0 % を越 え、 3 6 . 5 % 以下、 3 门を 0 . 1 %

以上、 0 . 9 % 以下、 Ν ί を 0 . 0 5 % 以上、 1 . 0 % 未満、 F e を

0 . 0 0 1 % 以上、 0 . 1 0 % 未満、 C o を 0 . 0 0 1 % 以上、 0 .

0 % 未満、 P を 0 . 0 0 5 % 以上、 0 . 1 0 % 以下含有 し、残部が

C u および不可避的不純物 よ りな り、

かつ F e および C o の合計含有量 と N i の含有量 との比 （F e + C o

) / N i が、原子比で、

0 . 0 0 2 ≤ ( F e + C o ) / N i < 1 . 5

な 茜た し、

N ί 、 F e および C o の合計含有量 （Ν ί + F e + C o ) と P の含有

量 との比 （N i + F e + C o ) / P が、原子比で、

3 < ( N i + F e + C o ) / P < 5

な 茜た し、

S n の含有量 と N ί 、 F e および C o の合計含有量 （N i + F e + C

o ) との比 S η / ( Ν ί + F e + C o ) が、原子比で、

0 . 3 < S n / ( N i + F e + C o ) < 5

を満たすように定め られ、

C u 、 Z n および S n を含有する 相か らなる結晶粒の平均粒径が

0 . 1 ~ 5 0 m の範囲内にあ り、

F e と N ί とC ο か ら選択 される一種以上の元素 と Ρ とを含有する

析 出物が含 まれている電子 電気機器用銅合金。

[ 請求項 6] 請求項 5 に記載の電子 電気機器用銅合金 において、

F e と Ν ί とC ο か ら選択 される一種以上の元素 と Ρ とを含有する

前記析 出物の平均粒径が 1 0 0 n m 以下である電子 電気機器用銅合

金。



請求項 6 に記載の電子 電気機器用銅合金 において、

F e と N ί とC ο か ら選択 される一種以上の元素 と Ρ とを含有する

、平均粒径 1 0 0 n m以下の前記析 出物の析 出密度が、体積分率で 0

. 0 0 1 1 . 0 % の範囲内にある電子 ' 電気機器用銅合金。

請求項 5 か ら請求項 7 のいずれか一項 に記載の電子 電気機器用銅合

金 において、

F e と N ί とC ο か ら選択 される一種以上の元素 と Ρ とを含有する

前記析 出物が、 F e 2 P 系 または Ν ί 2 P 系の結晶構造 を有する電子

• 電気機器用銅合金。

請求項 1 または請求項 5 に記載の電子 電気機器用銅合金 において、

0 . 2 % 耐力が 3 O O M P a 以上の機械特性 を有する電子 電気機器

用銅合金。

請求項 1 または請求項 5 に記載の銅合金の圧延材か らな り、厚みが

0 . 0 5 1 . O m m の範囲内にある、電子 ' 電気機器用銅合金薄板

[ 請求項 11] 請求項 1 0 に記載の銅合金薄板の表面 に S n め っきが施 されている、

電子 電気機器用銅合金薄板。

[ 請求項 12] 質量 0/ 0 で 、 Z n を 2 . 0 % を越 え、 3 6 . 5 % 以下、 3 门を 0 . 1

以上、 0 . 9 % 以下、 N ί を 0 . 0 5 % 以上、 1 . 0 % 未満、 F e を

0 . 0 0 1 % 以上、 0 . 1 0 % 未満、 P を 0 . 0 0 5 % 以上、 0 . 1

0 % 以下含有 し、残部が C u および不可避的不純物 よ りな り、

かつ F e の含有量 と N ί の含有量 との比 F e / N ί が、原子比で、

0 . 0 0 2 ≤ F e / N i < . 5

な た し、

N i および F e の合計含有量 （N ί + F e ) と P の含有量 との比 （N

ί + F e ) / P が、原子比で、

3 < ( N i + F e ) / P < 5

な た し、



S n の含有量 と N i および F e の合計量 （N ί + F e ) との比 S n /

( N i + F e ) が、原子比で、

0 . 3 < S n / ( N i + F e ) < 5

を満たすように定め られた合金 を素材 と し、

前記素材 に少な くとも 1 回の塑性加工 と、再結晶及び析 出のための

熱処理 とを含む工程 を施 して、再結晶組織 を有する所定の板厚の再結

晶板 に仕上 げ、 さ らにその再結晶板 に対 して加工率 1 ~ 7 0 % の仕上

げ塑性加工 を施 し、

これによつて、 C u 、 Z n および S n を含有する 相の結晶粒の平

均粒径が 0 . 1 ~ 5 0 m の範囲内にあ り、 E B S D 法 によ り 1 0 0

0 µ , m 2以上の測定面積 を測定間隔 0 . 1 m ステ ツプで測定 して、

データ解析 ソ フ 卜0 I M によ り解析 した ときの C I 値 が 0 . 1 以下で

ある測定点の割合が、 7 0 % 以下であ り、かつ F e および / または N

と P とを含有する析 出物が含 まれている銅合金 を得 る、電子 ' 電気

機器用銅合金の製造方法。

[ 請求項 13] 質量 0/ 0 で、 Z n を 2 . 0 % を越 え、 3 6 . 5 % 以下、 3 门を 0 . 1 以

上、 0 . 9 % 以下、 N ί を 0 . 0 5 % 以上、 1 . 0 % 未満、 F e を 0

. 0 0 % 以上、 0 . 1 0 % 未満、 C o を 0 . 0 0 1 % 以上、 0 . 1

0 % 未満、 P を 0 . 0 0 5 以上、 0 . 1 0 % 以下含有 し、残部が C u

および不可避的不純物 よ りな り、

かつ F e および C o の合計含有量 と N i の含有量 との比 （F e + C o

) / N i が、原子比で、

0 . 0 0 2 ≤ ( F e + C o ) / N i < 1 . 5

を満た し、かつ N ί 、 F e および C ο の合計含有量 （N i + F e + C

o ) と P の含有量 との比 （N ί + F e + C o ) / P が、原子比で、

3 < ( N i + F e + C o ) / P < 5

を満た し、 さ らに S n の含有量 と N ί 、 F e および C ο の合計含有量

( Ν ί + F e + C o ) との比 S n / ( N ί + F e + C o ) が、原子比



で、

0 . 3 < S n / ( N i + F e + C o ) < 5

を満たすように定め られた合金 を素材 と し、

前記素材 に少な くとも 1 回の塑性加工 と、再結晶及び析 出のための

熱処理 とを含む工程 を施 し経て、再結晶組織 を有する所定の板厚の再

結晶板 に仕上 げ、 さ らにその再結晶板 に対 して加工率 1 ~ 7 0 % の仕

上 げ塑性加工 を施 し、

これによつて、 C u 、 Z n および S n を含有する 相か らなる結晶

粒の平均粒径が 0 . 1 ~ 5 0 m の範囲内にあ り、 しかも E B S D 法

によ り 1 0 0 0 m 2以上の測定面積 を測定間隔 0 . 1 m ステ ップ

で測定 して、データ解析 ソフ 卜0 I M によ り解析 した ときの C I 値 が

0 . 以下である測定点の割合が、 7 0 % 以下であ り、かつ F e と N

i とC o か ら選択 される一種以上の元素 と P とを含有する析 出物が含

まれている銅合金 を得 る、電子 電気機器用銅合金の製造方法。

請求項 1 2 または請求項 1 3 に記載の電子 電気機器用銅合金の製造

方法 において、

前記仕上 げ塑性加工の後、 さ らに、 5 0 ~ 8 0 0 °C において 0 . 1

秒 〜 2 4 時間加熱する低温焼鈍 を施す電子 電気機器用銅合金の製造

方法。

請求項 1 または請求項 5 に記載の電子 電気機器用銅合金か らな り

、曲げ部分のパネ性 によ り相手側導電部材 に圧接 させ、相手側導電部

材 との電気的導通 を確保する電子 電気機器用導電部品。

請求項 1 または請求項 5 に記載の電子 電気機器用合金か らなる端

子。

請求項 1 0 に記載の電子 電気機器用銅合金薄板か らな り、曲げ部

分のパネ性 によ り相手側導電部材 に圧接 させ、相手側導電部材 との電

気的導通 を確保する電子 · 電気機器用導電部品。

請求項 1 1 に記載の電子 電気機器用銅合金薄板か らな り、曲げ部



分のパネ性 によ り相手側導電部材 に圧接 させ、相手側導電部材 との電

気的導通 を確保する電子 電気機器用導電部品。

[ 請求項 19 ] 請求項 1 0 に記載の電子 電気機器用銅合金薄板 か らなる端子。

[ 請求項 20] 請求項 1 1 に記載の電子 電気機器用銅合金薄板か らなる端子。
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